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            午前１０時００分 開議 

○議長（吉田 正君） ただいまの出席議員数は１９名で定足数に達しており、議会は成

立しました。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 本日の日程は、お手元に配付いたしました日程表のとおりです。 

 これより本日の日程に入ります。 

            ～～～～～～～～～～～～～～～ 

  日程第１ 市政に対する一般質問 

○議長（吉田 正君） 日程第１、市政に対する一般質問を前回に引き続き行います。 

 まず初めに、７番松永渉君の一般質問を許可します。 

 松永渉君。 

 

○７番（松永 渉君） ７番松永渉、議長の許可を得ましたので、一般質問を始めさせて

いただきます。 

 まず、農業振興についてであります。 

 国内の農業は、グローバル化やＴＰＰへの参加など、海外農産物の価格競争が激しくな

ることが懸念される中、国際的競争力をつけるためには、特に規模の拡大や経営能力の向

上によるコストの削減が必要だと思いますが、阿波市においてはどのように取り組まれて

いるのか。農業規模拡大については、農地の集約と整備をどのように取り組んでいるの

か、また成果は上がっているのかどうか、答弁を求めます。 

 農業経営者の育成については、経営能力を高め、低コスト化を図るためには、法人化や

集落営農が必要と思うが、どのように進めるのか、答弁を求めます。 

 阿波市営モデル農園の設立についてでありますが、阿波市は、県下一の農産物産出額を

上げ、また市長も農業立市を目指しています。国際的な競争力を持った農産物の輸出を目

的とした阿波市直営のモデル農園の整備をしてはどうでしょうか。農業振興はもとより、

市外からの就農定住支援施設にもなるばかりか、阿波市独自の市民交流施設や観光拠点施

設にもなると思いますが、阿波市モデル農園の検討をしてはどうかと思います。答弁を求

めます。 

○議長（吉田 正君） 田村産業経済部長。 

○産業経済部長（田村 豊君） ７番松永議員の一般質問にお答えをさせていただきま
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す。 

 農業振興についてということで、１点目は農業規模拡大について、２点目につきまして

は農業経営者の育成について、３点目は阿波市営モデル農園についてというふうなご質問

でございます。 

 まず初めに、１点目、農業規模の拡大についてでございます。 

 過去の我が国の農業は、小規模な農地を家族や個人が大切に受け継ぎ、その土地に合っ

た作物を栽培し、自家消費と近郊の市場へ集荷、販売することによって守られてきまし

た。しかし、現在この形態が大きく変化し、大規模化や大型機械の導入が進んでいます。

しかし、逆に農業従事者の減尐、担い手不足の深刻化、高齢化の進行、そして耕作面積の

減尐や耕作放棄地の増加など、農業構造の脆弱化が進んでいる状況がございます。全国の

農家１戸当たりの農地面積を見てみますと、平成１８年度では１．８ヘクタールでありま

す。これは、諸外国と比較した場合、ヨーロッパの９分の１、またアメリカの９９分の

１、オーストラリアの１，９２０分の１と、大きな差がございます。本市においては、農

業センサスによりますと、９９アール、１戸当たりの農地でございます、となっており、

全国に比べて小規模なものとなっております。 

 既に、外国からの単価の安い農産物が大量に輸入され、これまでの日本の農業では、今

後とても諸外国に太刀打ちできない状況になっております。既に、国は戸別所得補償制度

や中山間地域等直接支払制度の取り組みなどを実施していますが、今後一層の生産性の向

上と効率化を図る施策が必要と考えております。 

 今後、日本の農業の再生を図るため、国は昨年我が国と食と農林漁業の再生のための基

本方針・行動計画として、平成２４年度からの持続可能な力強い農業の実現を目指した取

り組み方針を打ち出しております。その中の１つが、議員からもご質問のあった趣旨と思

われますが、農地の集積の推進でございます。これは、戸別所得補償制度の中の取り組み

の一つでもありますが、農地の受け手となる多様な経営体、個人とか、法人、集落営農に

ついて幅広く経営安定を図った上で、受け手となる経営体に対する規模拡大加算、あるい

は地域農業マスタープランにおける中心経営者への農地集積に協力する者に対し農地集積

の協力金を交付するなど、農地集積を加速化しようというものであります。阿波市では、

この施策の事業費を平成２４年度当初予算に計上し、推進を図ってまいる計画でありま

す。農地の集積は、土地それぞれの条件により非常に難しい問題がございますが、今後の

農業を再生させるためには必要な施策であると考えております。具体的な内容等につきま
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しては、今後広報紙とかＡＣＮによって市民の皆様にも周知をするとともに、積極的に地

域や集落に対し説明会も実施をしていきたいというふうに考えております。 

 続きまして、２点目のご質問でございます、農業経営者の育成についてということでご

ざいます。農業経営の状況というようなことで先に説明をさせていただきたいと思いま

す。 

 平成２２年度には、農家戸数は４，１１１戸でございました。そのうち販売農家は２，

７８４戸で、全体の約６７％を占めております。これを平成１７年度と比較をしてみます

と、３，０７５戸から２９１戸減尐となっております。 

 次に、農家の形態についてでございます。 

 平成２２年度の専業農家につきましては８８８戸で、全体の３１％を占めておりまし

た。主な所得を農業から得ている第１種兼業は４００戸、農業以外から主な所得を得てい

る第２種兼業は１，４９６戸となっております。これについても、平成１７年と比較をし

てみますと、専業農家につきましては８０２戸から８６戸増加が見られますが、第１種兼

業では１２６戸、第２種兼業では２５１戸がそれぞれ減尐となっております。 

 次に、農業従事者数の推移を見てみますと、平成２２年度は７，７４４人でありました

が、平成１７年と比較をしてみますと、７８５人減尐となっています。この年齢構成を見

てみますと、平成２２年は、７，７４４人のうち６５歳以上の方が占める割合が３８％を

占めています。 

 これらのことから、本市における農業戸数の減尐は、専業農家に比べて兼業農家のほう

での減尐が顕著であります。既に、農家の高齢化が進み、若い農業者や新規農業経営者の

育成が必要であるというふうなことが伺えるところでございます。 

 この対策として、国は平成２４年度から新たな制度として、新規就農の増大に向けた取

り組みを実施することとしています。これは、議員ご質問の将来の経営者の育成に向けた

取り組みに沿った有利な施策であると考えます。まだ詳細は未確定な部分が多くあります

が、これは４５歳以下の新規就農をする方の経営安定を支援することにより、将来の農業

を支える人材の確保を目指すものです。年齢制限や前年所得基準などさまざまな制限がご

ざいますが、これに該当しますと、年間１５０万円の支援を就農後に最長５年間受けるこ

とができる制度であります。本市では、数名分ではありますが、平成２４年度当初予算に

おいて計上をいたしております。この施策を周知し、展開することにより、将来の地域農

業の中核を担う経営者の育成を図ってまいりたいと考えております。 



- 158 - 

 次に、ご質問がありました集落営農の取り組みでございます。 

 平成２２年度策定いたしました阿波市農業振興計画において、阿波市の農業振興の方針

として５つの柱を設けるとともに、阿波市の農業の将来像を実現するため３つの重点プロ

ジェクトを設定をいたしております。その中の一つが集落営農組織の推進であります。先

ほども申しましたように、高齢化の進展により、後継者や担い手の尐ない地域では、農業

の保全管理を続けていくことが困難な状況にもなりつつあります。その中で、遊休農地や

耕作放棄地の増加が懸念をされています。地域の農業の担い手として集落営農組織が考え

られているところでございます。 

 集落営農組織の育成に向けての具体的な取り組みといたしましては、まず自治会におけ

る考え方や方向性を把握するというふうなことで、ことし市内の自治会３８０自治会に対

しまして集落営農組織の設立についての意向調査を実施いたしました。意向調査により、

集落営農に関心のある集落を把握し、積極的な集落におきましては研修会等を開催をいた

したところでございます。そして、今年度から集落営農組織の形成に向けた取り組みに対

して、市として、活力ある阿波市農業振興事業により支援をさせていただいておるところ

でございます。内容といたしましては、集落営農組織モデル支援事業補助金として、集落

営農組織の設立についてのモデル事業として積極的に取り組んでいただける集落に対しま

して、事務費等必要な経費の支援をいたしております。また、農業フォローアップ事業補

助金ということで、共同利用で行う農業用機械の経費に対しまして補助を行っておりま

す。この制度、集落営農組織も対象とさせていただいております。 

 今年度、集落営農組織を立ち上げたのが、阿波町地区で１地区ございます。また、吉野

町地区でも１カ所現在組織化に向けた準備を進めておるところでございます。それと、農

業の法人化の推進っていうことについても取り組んでおります。農業経営を法人化した場

合につきましては、経営体としての継続性が確保され、経営能力の向上と労働環境の改

善、また対外信用力の向上等、農業経営の改善、発展のために利点がございます。今年度

より、こちらについても活力ある阿波市農業振興事業により、農業経営を法人化に向けた

取り組みに対しまして支援を行っております。それで、本年度、本事業を活用して１つの

法人が成立をいたしました。この事業を継続することにより、今後も農業の法人経営の育

成を図り、地域農業の活性化を目指していきたいというふうに考えています。 

 続きまして、３点目でございます。 

 阿波市営モデル農園についてというご質問でございます。 
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 特定の地域や集落にある農地を圃場整備や区画整理等ではなく、市が大規模に所有す

る、あるいは所有者からお借りして、これを改良、管理、運営していくことについては、

現在の法制度や費用、また管理の面により尐し難しい状況があるんでないかというふうに

考えております。今、全国的に見てみますと、行政やＪＡなどが農地利用集積円滑化団体

となって取り組んでいる事例はございます。これにつきましては、本市につきましては、

農地利用集積円滑化団体は市が務めるというふうになっておりますので、市が農地の貸し

手と借り手の間に入ってお世話する事業というふうなことになろうかと思っております。

それで、運用においては、その土地の場所とか形状、面積、規模、土地、用排水、道路及

び所有者、人と人でございますけれども、その問題、経費面など、非常に難しい問題を抱

えているというふうな状況もあると考えております。一方、農地の集積を図っていくこと

につきましては、農業の再生と効率化を図るためには必要なことであるというふうにも認

識をいたしております。 

 議員から質問あったことにつきましては、国は新たな制度の推進として、農地の集積と

新規就農者の増大に向けた取り組みを実施していますが、この制度の運用に当たっては、

まず地域農業マスタープランの作成が必要となります。これは、農業が厳しい状況に直面

している中で、持続可能な力強い農業を実現するため、全国の各市町村のそれぞれの地域

や集落において話し合いを行い、地域が抱える人と農地の問題を解決するための設計図と

なる人・農地プランのことを指しております。このプランは、中核となる農家や新規就農

者を的確に把握し、あわせて農地を貸したい人と農地を借りたい人を関連づけることによ

り、地域における集積と利用の効率化を図ろうとするものです。現段階では、市内のどの

地域においてこのマスタープランが積極的に参加できるか、まだ把握はできておりません

が、２４年度においてこの制度の推進を図ってまいりたいというふうに考えております。

今後、この制度が効率的に運用できる地域が決まりましたら、その地域がモデル地域とな

っていくんじゃないかというふうにも考えておるところでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） ただいま答弁をいただきまして、規模拡大については、協力金な

んかここで出てくるということで、平成２４年度で予算化されるということであります。

ただ、規模の集約なんですけれども、１０町とか２０町とかという面積の集約じゃなく

て、やっぱり地理的な集約をせん限り、生産の効率化とかコスト化はできないと思うんで
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す。 

 それともう一つは、区画整理ができてるとこならいいんですけど、区画整理ができない

ようなとこは、やっぱり１区画の大規模化っていう整備も進めていかないけないと思って

おりますので、その点も考えた集約をお願いいたしたいと思います。 

 それから、農業経営者については、新規就農事業、この部分は多分担い手育成みたいな

もんで、僕がちょっと質問に入れとったんは、経営能力をどうやってつくっていくんかな

という部分で、やっぱり現在、生産、加工、販売の低コスト化や農業の６次産業化が進む

中で、やっぱり農業経営は多様な能力、いろんな能力が要求されるようになってきまし

た。これらの経営能力は、個人経営ではかなり難しい部分があるんじゃないかなと思いま

す。そのために、法人化や集落営農の中で、より高度な経営能力を身につけていくための

取り組みを進めてほしいと思っております。だから、さっき言われた法人にしろ集落営農

にしろ、支援制度があるということですから、その中でやっぱり経営能力、本来の法人化

とか集落全体の中での販売能力もあるし、加工、製造能力もあるし、いろんな能力を高め

られるような、また国際的にもいけそうな、そんな能力を高める取り組みにしてほしいと

思います。 

 市営モデル農園については、かなり公共がやるのは難しいという話であります。ただ、

最初に言われた集積もかなりさっき区画的にとか、一緒の場所にするんは難しいという話

ですけど、この部分については、本当に公共がやるとやりやすい。個人が買って、なおか

つ１カ所のところで借り受けて、ほんで形を変えたり、生産効率のええ農場にするってい

うのは、信用性とかいろんな問題で難しいんで、できたら公共が腹をくくって取り組んで

いただけんかなとは思っております。 

 阿波農業高校もなくなりまして、農業立市を掲げる阿波市には農業拠点施設は必要と思

います。阿波市のモデル農園においては、生産、加工、販売技術のモデルであり、法人化

や集落営農を行う農業経営のモデルであるばかりでなく、阿波市の観光拠点施設として農

業体験や農業研修を行い、農家と市民の交流の場所にするとともに、市外からの就農、定

住支援施設として阿波市の農業振興と人口減尐対策の拠点となりますので、今後また検討

をしてみてください。これをもってこの質問は終わります。 

 次に、阿波市の観光振興についてであります。 

 阿波市においては、昨年５月１０日に阿波市観光協会が設立されました。これにより、

阿波市の新たな観光振興策が動き始めたと思います。そこで、阿波市は、今後の観光戦略
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をどのように立てているのか。観光は、見るだけの観光から、いやし、味覚、体験、医療

など多様化していますが、阿波市独自の観光商品の開発をどのような方法で進めていくの

か。また、設立された観光協会の意義と役割は何なのか。さらには、運営資金はどうなっ

ているのか。運営資金に対する経済効果をどう求めていくのか、答弁を求めます。 

○議長（吉田 正君） 田村産業経済部長。 

○産業経済部長（田村 豊君） 松永議員の２点目のご質問でございます、観光振興につ

いて、１点目は観光協会の役割と運営方法についてというご質問でございます。２点目に

つきましては、阿波市独自の観光戦略についてというご質問でございます。 

 初めに、観光協会の役割と運営方法についてということでお答えをさせていただきたい

と思います。 

 観光協会につきましては、地域の自然また歴史、文化など、さまざまな情報をＰＲする

ことによって地域の発展と観光事業の促進を図っていこうとするものであります。阿波市

観光協会も、観光事業の推進、また産業の振興、地方文化の交流・発展を図ることを目的

といたしまして、昨年５月に設立総会を開催し、発足をいたしたところでございます。行

政とは別の組織として観光事業の推進また観光ＰＲ事業を行っております。 

 観光協会の基本的業務につきましては、観光案内、観光地の紹介、宣伝、観光客の誘致

等であります。その役割につきましては、本市の観光振興をどのように図っていくかとい

うことであり、尐しでも多くの観光客に阿波市に来ていただいて、そして阿波市で滞在を

していただくということであります。既存の観光資源とイベント等を組み合わせた企画を

立て、阿波市の観光情報をしっかりと発信し、観光ＰＲ活動を行うことにより、市外から

の観光客の誘致を図っていこうというものであります。 

 阿波市観光協会の運営についてでありますが、組織体制につきましては、会費を納めて

いただいて組織に協力をいただいております会員の皆様がございます。また、会長、副会

長、理事、監事等による役員会がございます。そして、事務局職員、さらには各種イベン

ト等を実施する際には、組織をいたしております実行委員会という組織があります。そう

いう組織から成っております。この組織体制により事業を企画し、実施をいたしておりま

す。 

 それで、協会の運営につきましては、会員の皆様から納めていただいた会費と市からの

補助金で賄われております。平成２３年度市からの補助金につきましては１，２００万円

余り、また会費につきましては、現在会員数が１３４件でございます。内訳を申し上げま
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すと、法人各種団体会員が４９件、個人事業主会員が３２件、特別会員、これ市外とか県

外の方です、６件、個人会員が４７件で、総額として約８０万円ぐらいの会費となってお

ります。今後は、市内外の方々に加入をしていただけるような魅力あるイベントの企画や

ＰＲ活動を行うことで会員増も図っていきたいというふうに考えておるところでございま

す。 

 次に、観光協会が設立したことによる効果というようなことについてでありますけれど

も、観光協会が発足したことにより阿波市の観光振興なり観光ＰＲの拠点となる１つの組

織ができたと思っております。阿波市の観光情報は、観光協会に聞けばわかるということ

で、市民の方々や、また市外からの問い合わせに対し、よりわかりやすく、またお答えや

また情報発信ができておると思っております。行政が行っていた事業に観光協会が加わる

ことによりまして、その事業により柔軟性を持った発想や取り組み、またきめ細やかな充

実した取り組みができておると思っております。また、イベント等に際しましても、実行

委員会を組織すると、企画段階から市民の方々にも参加をいただき、より多くの方が参加

する取り組みとなっており、その取り組みに幅が出てきたんでないかというふうにも思っ

ております。それと、各メディアからの取材や記事の掲載もふえてきており、観光ＰＲ活

動に効果を感じておるところでございます。 

 それで、観光協会が設立したことによりまして新たな取り組みとして、２３年度恋成ド

ライブマップの作成等に手がけております。それと、農業後継者グループによりまして、

東京での農産物ＰＲ活動を行いました。それと、切幡寺周辺におきまして蜂須賀桜の植樹

事業を行いました。それと、ツイッターの講習会を実施しました。また、この３月１８日

は、観光協会のイベントとして、阿波ｄｅフェスタというふうなことで、この阿波市の本

庁舎の北側の駐車場に特設会場を設けてのイベントを計画しておるところでございます。 

 続きまして、２点目でございます、阿波市独自の観光戦略についてということでお答え

をさせていただきます。 

 本市の観光につきましては、国の天然記念物であります阿波の土柱を初め、金清自然公

園、奥宮川内谷県立自然公園、四国霊場札所、柿原堰、吉野ウオーターパークとか、道の

駅どなり、それからゴルフ場、各種イベントや祭り、さらには御所のたらいうどん等、観

光交流資源がございます。しかし、訪れる観光客につきましては、日帰り客がほとんどで

あります。年間を通じて繰り返して来ていただける、そして阿波市で滞在をしていただけ

る、そのような観光客の誘致を図っていくことが課題であるというふうに思っておりま
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す。そのためには、特色ある観光交流イベントや伝統行事でもある祭りの開催、広域観光

体制の充実とか、さらには観光のＰＲ活動の強化、農林業との連携した観光の展開など、

さらには市民のもてなしの心の交流など、多面的な取り組みを一体として推進し、いやし

の里づくりを目指した取り組みが必要でないかというふうに考えておるところでございま

す。 

 平成２４年度から年次計画を持って、安らぎ空間づくり事業といたしまして、阿波市の

東西２５キロ、阿讃山麓の大規模農道沿いを中心に、桜やもみじ等を植栽し、観光の拠点

づくりを図ってまいりたいというふうに考えております。また、昨年５月には、阿波市観

光協会が発足をいたしました。本市の観光振興の拠点となる組織ができました。観光協会

においても、観光イベントの開催等取り組んでいただいておりますが、２４年度には、本

市の観光振興を図るため、観光協会の中で中・長期的なプランの策定も計画がされており

ます。今後も、市と観光協会が連携しながら、観光事業の推進を進めてまいりたいと考え

ておるところでございます。 

 それと、阿波市の観光資源についてでございますけれども、市といたしましても、本市

の観光資源については、先ほど申しましたように、国の天然記念物である阿波の土柱を初

め、市内にいろいろ観光資源が点在をしております。さらには、本市は県下有数の農業地

帯であり、年間を通して豊富な農産物が生産され、農業を中心に発展した町であります。

阿讃山麓の南面斜面傾斜地域に開けた平野と東西に流れる吉野川の景観、そして阿波市東

西２５キロに及ぶ農のある風景や農業の営み自体が観光資源であると考えております。既

存の観光資源と農業や農産物を組み合わせた観光振興を今後は図っていきたいというふう

にも考えておるところでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） 観光協会の役割と運営については、運営費、市の補助が１，２０

０万円で会費が８０万円ということで、市の補助を中心に運営がされていくんかなと思い

ます。ただ、今後とも阿波市の財政状況も厳しくなりますんで、やっぱり費用対効果をし

っかりと見詰めた運営をしていっていただきたいと思います。 

 それから、１点だけちょっと再問させてほしいところがあります。 

 阿波市独自の観光商品の開発をどのような方法で進めていくかという質問の中で、観光

資源を見つける、観光商品にする、観光サービスにつくりかえる、そしてできたもんをサ
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ービスを提供する、それから発信して、それを売るという４つの中で、阿波市の独自性

を、例えばサービスとか観光商品は、連携の中で観光協会とか専門家がつくっていくんだ

ろうけど、観光資源を見つける部分で阿波市の独自で何かやる方法があるのかどうか。こ

の部分を１つと、それともう一つは、今なんか全国的にも外国人観光客、ここがターゲッ

トになってますよね。阿波市における外国人の観光客の戦略、引っ張り込める戦略って何

かあるのか、この２点だけお願いいたします。 

○議長（吉田 正君） 田村産業経済部長。 

○産業経済部長（田村 豊君） 松永議員の再問にお答えをいたしたいと思います。 

 観光資源についてのご質問であったかと思います。 

 阿波市におきましては、現在観光資源につきましては、市内に点在する観光資源、また

地域で眠っている伝統行事等を掘り起こして、１冊の冊子としてまとめる作業を行ってお

るところでございます。これにつきましては、今年度中にでき上がるというふうなことに

なっております。将来的には、この冊子につきましては、順次追加をするというか、充実

をさせていくという形で、阿波市の観光資源として、この冊子をもって活用していきたい

というふうに思っておるところでございます。 

 それと、観光資源をだれが商品化するのかという……。 

（７番松永 渉君「いいです」と呼ぶ） 

 そういうふうなことで考えておるところでございます。 

 それと、外国人の観光客の戦略というふうなことでございますけれども、今具体的にど

ういうふうな戦略を持つかっていうふうなことについてはまだ持っておりませんけれど

も、今後行政と観光協会も発足をいたしておりますので、その中で十分協議をさせていた

だきながら、外国人の観光客に対しての方策というふうなことについても考えてまいりた

いというふうに思っております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） 新たな観光資源を見つける部分については、現存の分とかイベン

トもあるんですけど、できたら、僕なんかは、各小学校校区で、そこいらの住民に観光商

品をつくり出していく、資源を見つけてもらう方法なんかもとってほしいなと思います。 

 それと、外国人の観光客戦略なんですけども、今の多分うちの観光場所とか、今まであ

る現存のもんじゃなくて、阿波市としたら県下一の子育て支援とか、教育があるんですか
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ら、逆に参観日をやるとかね、観光で、阿波市のすばらしいい子育て支援と教育の場を見

せるとか、それとか安全・安心、有機農業も今発展しますけど、どうも安全の農業の研修

のためによそから観光客を引っ張ってくるとか、そういうこともまた考えていってほしい

なと思っております。 

 阿波市においては、観光協会もでき、恋成たらいうどんや観光マスコットキャラクター

募集等、新たな観光振興事業が動き出しています。私自身も大いに期待しているとこであ

りますし、どうか頑張っていただきたいと思います。 

 阿波市の観光振興については、観光ニーズが、いやし、味覚、体験、医療など、多様

化、高度化する中で、観光施設の整備ではなく、地域内外の人々の出会う場所を提供し、

その交流でさまざまなメリット、知恵、労力、情報、賃金などを地元に還元することが必

要であると思います。これからの阿波市の観光は、市民の交流事業を観光資源として、市

民と観光客の交流を深める、交流型観光を進め、人の交流により地域を豊かにするととも

に、人口減尐に歯どめをかける。例えば、農業立市の阿波市においては、放棄地や遊休地

を観光資源として活用する、これらの土地の開拓や整備を観光客やボランティアとの交流

事業で行い、整備された土地を利用し、交流や移住を目指す交流定住型観光を提案し、こ

の質問を終わります。 

 次に、公共事業の入札についてであります。 

 阿波市においては、水道と土木の指名資格を持つ業者が、水道事業か土木事業かどちら

か一つしか入札指名を受けられないのはなぜか。また、舗装と土木、電気と水道などは、

どちらにも参加できることとの整合性をどう説明するのか。さらには、徳島県では、管工

事と土木、資格さえあれば、両方に参加できる。法律上の資格を持ちながら入札に参加で

きないのは、法のもとの平等に違反すると思うが、見直すことができないかどうか答弁を

求めます。 

○議長（吉田 正君） 遠度総務部長。 

○総務部長（遠度重雄君） 松永議員の公共事業の入札で、水道、土木の指名入札につい

てということで、答弁させていただきます。 

 まず、指名願の受け付けでございますけども、毎年１月から２月にかけて指名願の受け

付けを実施しております。この中で、建設工事に係る指名願について簡単に説明させてい

ただきます。 

 ご承知とは思いますが、建設工事は、建設業法によって、土木一式、建築一式、防水工
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事など、２８業種が決められております。建設業を営むには、それぞれの業種について許

可を受ける必要があります。また、公共工事を直接請け負うためには、さらに徳島県が実

施している経営事項審査を受けなければならないことになっております。これらの条件を

クリアして指名願の受け付けを実施しているところです。 

 お尋ねの建設工事の希望工種につきましては、指名願い時に希望工事の記載をしてもら

っております。この希望工種につきましては、たくさんの工種があるため、一定の制限を

設けているところでございます。阿波市におきましては、具体的には、土木系工事につき

ましては３工種以内、建築系工事につきましては１工種、その他の工事は２工種以内で、

なおかつ最大で４工種としております。この方法は、徳島県と同様であります。制限を設

けることにより、より多くの業者に工事を実施してもらうねらいや、過当競争を避けるこ

とがあると考えております。 

 阿波市では、この制限に加え、水道工事を希望した場合には、土木一式、建築一式、舗

装工事は希望できないというルールがございます。これも、さきに述べましたように、よ

り多くの業者の方に請負の機会を与えようということから、合併時から運用してきたとこ

ろでございます。 

 なお、合併以前の状況を申し上げますと、阿波町、市場町、吉野町につきましては、同

様の制限を合併前にも設けておりました。土成町につきましては、同様の制限を設けてお

りましたが、合併直前に制限をなくしておりました。このような状況もあり、合併後も同

様の方法で現在まで運用してきているところでございます。また、県内の他市の状況です

が、阿南市のように１業者１工種に制限しているところから、三好市の制限なしまで、い

ろいろな考えで実施をしているようであります。阿波市の場合、旧４町の時代より、水道

工事を希望した場合に制限を設けておりますが、これは水道工事がある程度安定的に発注

されていること、指名対象となる業者数のバランスがとれていることが前提条件にあると

考えております。 

 各業者におきましては、公共投資が減尐している中、いろいろな企業努力をされている

と思います。この制限によって、水道工事を希望することによって、土木工事や建築工事

が請け負うことができないというのも事実であり、この逆もまたしかりでございます。 

 また、平成２０年度には、阿波市内の建設工事の指名願の申請業者数が１４３社から来

年度平成２４年度には１０２社に大きく減尐しております。これらの状況を踏まえまし

て、今後より適正な方法について入札制度検討委員会の中で検討をしてまいりたいと考え
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ておりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） 適正な方法として検討をしていただければいいかなと思います。 

 公共事業が激減し、地元業者の廃業が増加する中で、公共事業の配分による指名規制も

わかりますが、本来地元産業の育成は、事業者の経営能力や技術力を高め、国内的にも国

際的にも競争力のある産業を育てることであります。資格業者を規制し、事業の競争力を

低下させ、仕事を分け合う、税金による生活保障ではないと思います。また、行政の仕事

は、国民の税金をより効率的に行政サービスへつなげることであります。公共事業は、参

加の自由と入札の競争により最尐の税金で最大の効果を上げる行政の使命を果たすことを

望み、この質問を終わります。 

 次に、資源ごみ持ち去りについてであります。 

 阿波市においては、阿波市のごみ回収場所から資源ごみを無断で持ち去り、阿波市に財

政的損失を与えている者が存在するのかどうか、また対策はどのように取り組まれている

のか、さらには資源ごみ持ち去り禁止条例を制定し、資源ごみ無断持ち去り対策を強化す

る考えはないのかどうか、答弁を求めます。 

○議長（吉田 正君） 井内市民部長。 

○市民部長（井内俊助君） 松永議員の一般質問にお答えをいたします。 

 ご質問の内容は、資源ごみの持ち去りについて、１点目といたしまして現状と対策につ

いて、２点目といたしまして資源ごみ持ち去りの禁止条例についてということでございま

す。 

 最初に、現状と対策でございます。 

 本市が売却しております資源ごみは、空き缶などの金属類、古紙、ペットボトルなどが

ございます。ご指摘の資源ごみは、主にアルミ缶などの空き缶かと思われますが、この缶

類の資源ごみは、毎週水曜日に市内全域、約６８０カ所のごみステーションから回収をい

たしております。現在、空き缶はアルミ缶を主として、業者買い取りの市場価格が高いこ

とから、平成２２年度において資源ごみ売却金の約６６％を占めております。２２年度空

き缶の回収量は１２１トンで、売却代金は約６８２万円でありました。また、２３年度に

つきましても、４月から９月までの上半期は６８トンで、売却代金として約４０５万円

と、昨年同期を上回っております。 
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 市民の方が時間を割いてきちんと分別をして出していただき、リサイクルをしてくださ

っている中、資源ごみの持ち去りがあることは、市としても認識をいたしております。し

かしながら、持ち去り行為による持ち去り量やその被害額は把握できていないのが現状で

ございます。市には、年間、四、五件の持ち去りの目撃情報をいただいております。通報

の内容といたしましては、アルミ缶だけをより分け、自転車で持ち去る者や収集前に収集

かごを持ち上げ、トラックへ空き缶を積み込みしているなどの情報がございます。市とし

ても、持ち去り行為を発見した場合、その者に注意をし、持ち去りを防止するための指導

を行うようにしております。しかし、道路上などのごみステーションに出された資源ごみ

は、法的にだれのものでもないと解釈されており、それを持ち去ったとしても犯罪として

取り締まることが困難な状況でございます。今後においては、資源ごみを持ち去らないよ

うごみステーションに警告表示をすることも考え、市民の方からの情報をもとに、市職員

によるパトロールの実施や持ち去り行為を発見したときには、やめるよう注意、指導を行

ってまいりたいと考えております。 

 次に、資源ごみ持ち去り禁止条例についてでございます。 

 資源ごみをごみステーションから収集し、運搬することを禁止したり、ごみステーショ

ンに出された資源ごみの所有権をその自治体に帰属させたりする持ち去り対策としてつく

られた条例は、県内外の自治体でも制定されております。県内では、吉野川市や藍住町、

石井町などにおいても制定されております。条例を制定した市町村においては、持ち去り

行為が減尐したとの報告がありますが、その条例の実効性を維持するため、各ごみステー

ションへ警告表示の看板を設置したり、取り締まる要因をふやし、パトロールを実施して

いる状況もございます。条例は、精神的な規範や単なるスローガンであってはならなく、

一時的に持ち去りが減尐するだけのものであってはなりません。市民の皆さんが苦労して

分別した資源ごみの持ち去りは不適切な行為で、許されるものではございません。しか

し、市の注意、指導には強制力が伴わず、対応に限界がありますことから、今後条例とい

う強制力をもって持ち去り行為をなくす取り組みが最善かどうかも含めて、持ち去り行為

を容認しない体制づくりの検討をしてまいりたいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） 本当に、条例がないために市民とのトラブルがあったり、治安が

悪くなったりしてますんで、十分に検討、研究していただきたいと思っております。 
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 阿波市は、資源ごみの無断持ち去り禁止の看板や監視パトロール、条例制定等、実効性

のある対策を行い、資源ごみ販売による収入の減尐を防ぐだけでなく、資源ごみの無断持

ち去りが常態化し、市民とのトラブルの発生や農機具等の窃盗事件が増加している中、高

齢化が進む地域の治安の悪化を防ぎ、地域コミュニティーの安全・安心の向上、ひいては

市民の生命と財産を守るためにも、早急に取り組むことを望み、この質問を終わります。 

 次に、自殺予防についてであります。 

 平成１０年以来、日本全体で毎年３万から３万５，０００人にも及ぶ自殺者を数え、本

県でも２００名近い尊い命が失われています。自殺対策については、本人もさることなが

ら、社会としての支えも求められています。昨今の混沌としたストレス社会を反映して、

自殺者はふえる傾向にあり、より強力な自殺予防運動を推し進めていかなければなりませ

んが、阿波市における自殺者の状況、どのような対策に取り組んでいるのか、答弁を求め

ます。 

○議長（吉田 正君） 松永健康福祉部長。 

○健康福祉部長（松永恭二君） 松永議員からは、５点目の自殺予防について、状況と対

策ということでお答えを申し上げます。 

 まず、状況についてでございますけれども、我が国の自殺者数、平成１０年に３万人を

超えてから、高い水準で推移しております。平成２２年には３万１，６９０人、平成２３

年には３万５８４人となっております。 

 徳島県の状況は、平成２０年の１７４人を境に徐々に減尐し、平成２３年は１５０人と

なっています。また、徳島県は、人口１０万人当たりの自殺者数は、平成１０年以降はほ

ぼ４０位台で推移しております。平成２２年は、４４位になっています。自殺未遂者は、

自殺者の１０倍と言われています。自殺や自殺未遂によって周囲の人々も心理的に大きな

影響を受けます。このようなことから、自殺は深刻な社会問題となっています。自殺原因

の第１位は健康問題４６．６％、第２位は経済・生活問題１９％、第３位は家庭問題１

０．３％となっています。１つの原因だけでなく、さまざまの原因が関係しており、個人

の問題として片づけられない社会的要因がその背景にあることから、自殺予防対策は社会

全体で取り組む必要があると考えています。 

 次に、対策でございますけれども、平成２１年度より自殺予防啓発事業を開始し、自殺

予防講演会とパンフレットの配布を行いました。平成２２年度は、人材養成のための講演

会と広報阿波にパンフレットを折り込みして配布いたしました。また、自殺予防普及啓発
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月間にＡＣＮにて自殺予防の啓発を行いました。平成２３年度におきましては、命を守る

ための悩み事相談４回を実施しております。１２月２日の特定健康診査事業の街頭キャン

ペーンと合わせて、自殺防止予防のキャンペーンを実施いたしました。１２月３日の健康

フェアｉｎ阿波の会場でもキャンペーンを実施しています。また、１月２日の成人式出席

者の方に自殺予防についてのパンフレットを配布いたしました。今後の計画では、３月１

８日、阿波ｄｅフェスタの会場でも自殺予防呼びかけというような計画でございます。今

後も、自殺防止を呼びかけるため、いろんな機会を通して命の大切さを訴えていきたいと

考えております。 

 以上で答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） 徳島県は何か減尐しているということで、うれしいことでありま

す。ただ、内容を見ますと、３０から６０歳の一番働き盛りの男の人が一番多いみたいで

す。なおかつ、健康問題が一番、さっきも言われましたように４６．６％ということであ

ります。徳島県、逆に自殺は尐ないんですけど、糖尿病の死亡率って日本一なんですよ。

そこいらも含めた、やっぱり健康の問題がかなりありますんで、本当に健康推進課がいろ

いろ取り組んで、健康問題について取り組んでくれることも大きな成果になっていくと思

いますので、今後ともよろしくお願いします。 

 そこで、最後にちょっと１点だけ再問をさせていただきます。 

 阿波市においては、本年度４月阿波市吉野町に設置を予定しています徳島県自殺予防協

会県央支部への幅広い支援をお願いするとともに、いのちの電話運営のためにはボランテ

ィアとしての相談員が不可欠であります。その確保のために、阿波市として積極的な支援

に取り組んでもらいたいと思いますが、市長のお考えをお聞かせください。よろしくお願

いします。 

○議長（吉田 正君） 松永健康福祉部長。 

○健康福祉部長（松永恭二君） 松永議員の２点目の県央支部の行政支援ということでお

答えを申し上げます。 

 社会福祉法人徳島県自殺予防協会県央支部が、阿波市吉野町の柿原公民館内に平成２４

年４月に開設される運びとなっております。県自殺予防協会は、徳島市に本部を置き、阿

南市、三好市に支部があります。１５０名の相談員と事務、運営、研修など、約７００名

の方がボランティア事業に登録し、年間１万６，０００件の相談活動や啓発推進事業を推
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進しています。このたび、阿波市に支部が設置されるに伴いまして、阿波市、吉野川市、

美馬市、上板町、板野町の協力により、支援館員や相談員ボランティアを募集されると聞

いております。 

 議員ご質問の県央支部の行政支援でありますけれども、支部の活動により、自殺者が出

ないような自殺予防運動が推進されることを望んでおります。市といたしましても、今後

可能な限り協力をしていきたいと考えております。 

 それで、社会福祉法人県自殺協会の通称「いのちの電話」というようなことで、県央支

部柿原公民館に２４年４月１日に開所されるということで、今後支援、ご協力をあわせて

お願いするところでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） バーチャルの中でも命にかかわるボランティアやし、昼夜を問わ

んし、大変な相談員になると思いますので、市のほうも十分に本当に支援できるとこは支

援してください。 

 市長に答弁いただきたかったんですけど、今回の設立にもかなり市長のほうも協力して

くれたという話も聞いておりますので、結構でございます。 

 自殺者は、３０から６０歳代の働き盛りの男性が一番多く、健康問題が大きな原因にな

っています。自殺予防対策は、行政が行う社会保障の中でも、命を守るという生活保障の

根幹をなすものであります。阿波市としても、命のセーフティーネットの役割を担う自殺

予防対策はしっかりと取り組まなければなりません。阿波市にできる命の希望、徳島いの

ちの電話県央支部自殺予防拠点については、今後においても十分な支援を望むとともに、

県央支部設置において、ボランティア精神を持って献身的に取り組まれました野崎市長や

阿波市議会議員を初め、多くの関係者のご努力に敬意を表するとともに、今後の活躍を祈

念し、私のすべての質問を終わります。 

○議長（吉田 正君） これで７番松永渉君の一般質問が終了いたしました。 

 暫時休憩いたします。 

            午前１０時５８分 休憩 

            午前１１時１０分 再開 

（６番 笠井高章君 退場 午前１１時１０分） 

○議長（吉田 正君） 休憩前に引き続き再開いたします。 
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 次に、１６番香西和好君の一般質問を許可いたします。 

 香西和好君。 

 

○１６番（香西和好君） 議長の許可をいただきましたので、１６番香西和好、平成２４

年第１回阿波市議会定例会での一般質問をいたします。 

 質問に入る前に、昨年３月１１日に起きました東日本大震災での被害に遭われた方々の

一日も早い復興ができるようご祈念いたしておきます。 

 それでは、今回３点について質問を通告しております。 

 第１点目に、自転車事故防止のための自転車安心・安全条例の制定について、第２点目

に阿波の土柱の保全対策について、第３点目に尐子化対策支援事業について、以上３点通

告をさせていただいております。順次質問いたしますので、明快な答弁を求めます。 

 それでは、１点目の自転車事故防止のための自転車安心・安全条例の制定について。 

 現在、交通事故が減尐する中で、自転車による事故が全国的に、また徳島県内において

も増加しており、各自治体は、事故防止のために道路の交通法の厳守、マナー向上への啓

発活動、事故に備えた自転車保険等が検討されております。健康志向やエコブーム、東日

本震災時の公共交通機関の混乱で、自転車の利用者は増加し、国内保有台数も自動車に匹

敵する６，９００万台に上り、仕事、児童・生徒の通学等、交通手段に自転車を利用する

割合は高い水準になっております。こうした中、徳島県内においても、自転車による交通

事故が増加しており、平成２３年末の自転車が絡む人身事故が８２４件、死者９人となっ

ております。また、平成２２年の徳島県内の交通事故数は５，３８２件、死者４４人、死

傷者、けがをした人６，４９９人、このうちの子供の交通事故が１９４件、死者はゼロで

ございます。けがをした人３６２人、このうちの４４．２％、１６０人が自転車乗車中の

事故であります。事故の原因は、飛び出し、無灯火、運転マナーの悪さ等が事故を招いた

要因となっておりますが、こうした痛ましい自転車事故防止とマナー向上のために、阿波

市自転車安心・安全条例を制定して対策を講じるべきと考えますが、答弁を求めます。 

 第２点目に、道路交通法が改正されて、自転車の通行要件が変更になったが、自転車を

利用する児童・生徒、また一般市民に対してどのように周知をしているかお尋ねをいたし

ます。 

 今回の道路交通法の改正により、警察庁交通局から自転車に関する交通秩序制度化を図

り、自転車の安全利用を促進するために、国及び地方公共団体に対して指導する内容文書
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が出ているが、周知をしているか。この点についてお尋ねいたします。 

 第３点目に、自転車による事故を起こし、高額な賠償金を支払う事例があるが、事故に

備えた対策として、自転車保険を導入してはという質問でございます。これにつきまして

は、現在自転車通学をしている児童・生徒に対しての保険、また現在の教育現場の実態は

どうなっているか、自転車で通学をしている児童数は、事故対策として保険等はどうなっ

ているか、これは教育関係部署と市民サイドの市民部長に答弁を求めます。 

 以上、答弁お願いいたします。 

○議長（吉田 正君） 遠度総務部長。 

○総務部長（遠度重雄君） 香西議員の自転車安心・安全条例の制定についてということ

で、自転車の安全な利用を促進するため、自転車を利用する者の意識向上を図るために市

条例を制定してはどうかということにお答えさせていただきます。 

 阿波市内の自転車の利用状況を見ますと、自転車通学を行う中学生と高校生が大半を占

めていると思われます。そのほかにも、放課後や休日に小学生が自転車に乗って活動して

いますし、高齢者や運転免許を持たない方も日常の足として自転車を利用しております。

車での移動が生活の中心となっている阿波市におきまして、市の交通安全対策の向上を考

えていく上で、対自動車との関係を見ましても、自転車の安全利用は大切な課題の一つで

あります。特に最近は、ピストと呼ばれるブレーキが備わっていないトラック競技用の自

転車が町じゅうを走ったりして、社会問題となっているなど、大都市を中心にではありま

すが、自転車の安全利用が特に注目されているところでございます。阿波市におきまして

も、各学校や警察署など、関係機関と協力して自転車安全利用の向上に努めているところ

でございます。 

 また、自転車安全利用の条例等についてでございますが、大都市などでは条例が制定さ

れているところもあるようですが、徳島県におきましては、徳島市や近隣の吉野川市で放

置自転車に関する条例はあるものの、自転車の安全利用につきましては、県内にはまだ例

がないようでございます。しかし、自転車安全利用に関しては大変重要なことであります

ので、条例の制定につきましては、自転車安全利用の先進地や阿波市と同様の地域の状況

などを調査しまして、阿波警察署など関係機関ともよく協議してまいりたい、このように

考えております。 

 続きまして、２点目の道路交通法が改正されて自転車の通行要件が変更になったが、自

転車利用者、一般市民にどのように周知しているかということについて答弁させていただ
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きます。 

 ご承知のように、平成２０年６月１日から道路交通法及び施行令の一部が改正され、こ

れまで道路標識等により自転車が歩道を通行できる場合があったことに加え、新たに児童

や幼児が自転車を運転する場合や７０歳以上の方が自転車を運転する場合などについて、

歩道を通行できる場合があるとの改正がございました。また、警察署においては、免許証

の更新時や高齢者への交通安全指導の折を利用しまして、改正点についての指導も行って

いるところでございます。この改正点につきましては、多くのマスコミが番組を通して流

しておりましたので、見聞きした方も多かったのではないでしょうか。 

 阿波市としても、高齢者や子供が自転車事故にかかわらず、痛ましい交通事故に遭わな

いように、阿波警察署や交通安全協会などと行っている街頭啓発活動や阿波市交通安全教

育指導員による指導、阿波市交通安全指導員や交通安全協会、交通安全母の会などの各種

団体による交通立哨を今後も続けていただき、事故に遭う市民が一人でも尐なくなるよう

に活動していきたいと考えております。 

 続きまして、自動車保険の導入についてでございますが、自転車が加害者になる事故に

つきましては、平成２３年に阿波市内で１件発生しております。賠償責任を負わされた家

族にとっても、その被害に遭っても、経済的損失は大きいものがございます。 

 市としましては、このようなことが尐しでもなくなるよう、教育委員会、警察署、各種

団体とともに、交通安全指導を継続してまいりたいと考えております。また、起こってし

まった場合の賠償に関する保険に市民の皆様が加入されるよう広報にも努めてまいりたい

と考えております。 

 なお、児童・生徒に関しましては、教育委員会のほうから答弁させていただきますの

で、よろしくお願いいたします。 

○議長（吉田 正君） 西村教育次長。 

○教育次長（西村賢司君） 香西議員のご質問であります２点目の学校での児童・生徒に

対する周知についてお答えしたいと思います。 

 道路交通法の改正が平成２０年６月に施行されたことも踏まえまして、市内の各小・中

学校では、年間を通じての学校安全計画を立てております。そして、学校ごとで交通安全

教室を開催し、夕暮れどきの反射材用品の活用と自転車の点検整備についての指導をいた

しております。 

 また、阿波署や青尐年育成センターの協力をいただきまして、自転車の安全な乗り方や
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正しい駐輪の仕方、それから夜間のライト点灯の徹底など、交通ルールの理解と交通マナ

ーの向上が図られるよう、児童・生徒の安全な通行を指導いたしております。特に、車道

の左側を通行することや、歩道を通行する場合においては、歩行者を優先し、二人乗りや

傘差し、携帯電話、ヘッドホン使用などの危険性を再認識するよう指導を徹底いたしてお

ります。これからも関係機関と連携しまして、学校におけます道路交通法並びに交通安全

教育の一層の充実を図ってまいりたいと思っております。 

 次に、３点目の事故に備えた対策として、自転車保険を導入してはどうかというご質問

についての学校での導入の状況についてお答えしたいと思います。 

 今年度の市内小・中学校の児童・生徒による自転車利用時の事故は、現在までに交通事

故、それから簡易な事故も含めまして２０件発生いたしております。また、市内中学校の

自転車通学の生徒数は、全生徒数の９６．５％に当たります１，０１７名が自転車通学を

いたしております。学校での登下校中や部活動、それから授業中など、学校管理下ので本

人が受けた負傷、けがですね、これについては、日本スポーツ振興センターの災害共済に

よりまして保険給付が受けられるように、市内の幼稚園、それから小学校、中学校全員が

加入をいたしております。しかし、先ほど議員がおっしゃられましたように、近年は自転

車の利用者が加害者となる、そういった事故が増加傾向にあります。加害事故、被害事故

による賠償責任は、年々高額になり、精神的な、また経済的な負担ははかり知れないもの

があります。こうした事故に対応するものといたしまして、徳島県ＰＴＡ連合会の自転車

総合補償制度があります。補償内容は、自転車で走行中に歩行者にけがを負わせた場合の

賠償責任補償と自転車で乗っていまして転倒した場合の障害の補償等があります。掛金

は、補償内容によりまして最高２億円の補償で、年間の掛金が４，０００円、それと１億

円の補償があるのが２，５００円といった２種類がございます。中学校では、機会をとら

えまして、特に保護者に対しましてこの保険制度の周知を進めております。現在のとこ

ろ、この保険加入者は市内全部で９２名、加入率にいたしまして９％であります。年々増

加傾向ではありますけれども、これは保護者の任意ということで強制ができないのが現状

でございます。教育委員会といたしましても、加害者となった場合の負担の軽減のために

も、この保険の加入率の向上に向けまして、さらに制度の周知に努めてまいりたいと考え

ておりますので、よろしくお願い申し上げます。 

 以上で答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 香西和好君。 
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○１６番（香西和好君） ただいま両部長から答弁いただきました。総務部長からの答弁

では、自転車の条例はないというようなご答弁だったかと思います。また、交通事故と

か、そういう防止のために、交通安全教育っていうんですか、そういうんを行っていると

いうお話がありました。今回のこの後期の基本計画の中にもそういう教育を現在やってい

るという内容の文言が入っておりますけど、これ年に何回交通安全教育をやっておられま

すかね、教育関係も両方で。これ１回やそこらでは、この周知がなかなかできないと思う

し、大変と私は考えるわけでございます。特に、先ほど述べましたように、子供の交通事

故ですね、後期の基本計画書の中にも実態があるんですが、これ私も市場警察署でいろん

な資料をいただいてまいりました。それで、平成２１年の子供の事故だけで、平成２１年

が２１２人です。それと、平成２２年が１９４人、そういう子供の事故が起きて、なぜ子

供の事故、特に自転車に絡む事故を私言ってます、自転車に絡むね、普通の事故でなし

に。その事故で、なぜ事故が起きるのかということで、ワースト５ということであらわし

て、説明しておるとこがございます。 

 第１に挙げられるんが、自転車で交差点安全進行の違反３０件、それから２点目、自転

車で優先通行妨害の違反２５件、自転車で一時不停止の違反２４件、歩行中の飛び出し違

反２２件、それから自転車で徐行違反１６件、このような結果になっとんです、児童の事

故を起こす原因としては、また違反ということで。こういうことを何回またやっとるかお

聞きするんですが、年に１回ぐらではなかなか周知ができないと思うんです。時あるごと

に、こういうことを時間を見詰めて、機会を見つけて、児童・生徒に周知をしていただき

たいと思います。年何回交通安全教育をやっているのか、その点と、阿波市の子供の事故

の実態です。２３年度１３件起きています。その中で自転車事故は９件、これ死亡には至

ってないんです。毎年１３件ぐらいが起きとるということです。死亡にはなっておりませ

ん。ということで、痛ましい子供とか、大人も一緒ですが、事故が起きる前の対策とし

て、先ほど述べましたように、先進地ですかね、皆インターネットで引っ張り出して条例

の内容はご存じと。京都です。京都で、この条例ができて、ちゃんとこれ私も持ってます

が、いっております。ですから、そんな先進地の条例をもとにして、条例つくるにした

ら、いろんな自治体も調べ、またいろんな形の広い分野での調査も必要と思われますが、

こういう条例の中におきましてでも、こういう事故防止のための条例が含まれておりま

す。これをもとに、私個人的に考えるんですが、道路交通法をもとにした条例ができとる

ような感がいたします。何千万円も、これ私は予算かけてつくる条例では、予算が要らん
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と思うんですがね、条例ね。 

 県のほうでも、これ先日の徳島新聞ですが、こういう皆さんご存じですよね、１２月２

０日付で、自転車事故が非常に多いということで、強化月間を設けまして、第２月曜日は

重点日ちゅうことで、徳島県下の交通事故の多発地帯、阿波市が事故はあるんですが、ま

だ入っていません、死亡事故とか、そういう事故があるところを重点に毎月ね、毎月です

よ、必ずやっていくちゅうことで、これやっとんです。（新聞記事示す）これ自転車事故

多いちゅうことで、子供も大人も含めて。ということで、私はこの自転車教育に対しての

時間を年に何回かとって、この周知をしていただきたいと思うわけでございます。 

 それと、道路交通法については、先ほどお答え願ったと思うんですが、既に電柱とかに

歩行者のマークと自転車の絵が載った丸い看板が徳島市内も阿波市もあります。ちょっと

最近では、自転車ゾーンちゅうんですか、レーンちゅうんですかね、そういう表示をして

いる。市内でもしてます、自転車通ってもよろしいということで。今のあれです。今度、

道路交通法が改正されまして、児童６歳以上１３歳未満や幼児６歳未満が運転する場合、

これも通行可能なんです。こうなったんです。それともう一件は、７０歳以上の者が運転

する場合、それともう一点は、車道を通行することの支障を生じる程度の身体障害者の方

ですね、この方はいけるんです。それでまたは、車の車道の障害物とか、そういうものが

あった場合は、臨時に通れるというようなことがうたわれとるわけです、新しくなったん

かご存じと思うんです、これ。ほったらこれを周知をするように各自治体にこれ来とると

私は思います。警察署のほうの交通対策本部が決定したものが警察庁交通局から出とんで

す。その内容によると、こううたわれてます。自転車事故が増加するとともに、自転車が

歩道を無秩序に通行している実態を踏まえ、今般自転車の歩道通行要件の明確化等を内容

とする道路交通法が改正されました。先ほど言ったとおりでございます。それで、自転車

の安全利用を促進するために、国及び地方公共団体は次の措置を講じるものとすると、こ

ううたわれとるんです、地方公共団体は。ほんでいろいろうたわれとんですが、自転車安

全利用の５則ということで、先ほど言いましたように、自転車は車道が原則、歩道は例外

とか、こういうようなこと。歩道は、歩行者優先で、車道寄りを徐行と。安全ルールを守

る。飲酒運転、二人乗りは、また並進、並んでいくのは禁止、夜間はライトとか、携帯電

話はここに載ってないんですが、交差点での信号厳守、一時停止の確認、また子供はヘル

メットを着用するというようなことをいろんな交通安全の教育の場でこれを徹底するよう

な警察庁長官から出とると思うんです。ほんで私がこれが強調して、こういう出とる文書
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を事故が起きる前の対策として何回か教育現場も、市民に対してはこういう交通法の変更

になったことも、防災無線、また阿波の広報等で周知をしていただきたいために、今質問

をしているわけなんです。 

 それでまた、保険については、事故を起こした場合は、何も補償とか、損害とかせない

けません。事例を紹介いたしますけど、成人の場合です。成人が昼間信号表示を無視し

て、高速度で交差点に進入、黄信号で横断歩道を横断中の女性５５歳と衝突、女性は頭蓋

内損傷等で１１日後に死亡したと。これ裁判所で５，４３８万円を支払いなさいと、これ

判決が出とんです。払わないけません。もう一点は、これ高校生ですが、夜間携帯電話を

操作しながら、無灯火で走行中、前方を歩行中の看護師５７歳女性と衝突、看護師に重大

な障害、手足がしびれる、歩行困難が残った。この判決については５，０００万円。もう

一点紹介しますが、男子高校生が、朝赤信号で交差点の横断歩道を走行中、旋盤工の男性

が運転するオートバイと衝突、旋盤工は頭蓋内損傷で１３日後に死亡したと、４，０４３

万円。これ実態なんです、最近の。これなかなか今こそ自動車とか保険があって、いろい

ろ解決策があるんですが、保険がなかったら、これ大変なことになる、こういう金額を支

払えと来たら。ということで、私は、先ほど述べましたように、教育現場の児童・生徒、

いつ事故を起こすかわかりません。教育現場では、この保険を特に私今回強調するんは、

教育現場においての通学している児童・生徒に対して保険をこれもできるものなら、行政

が負担をして、子育て支援の一環としてこの保険をぜひ導入してもらいたい。また、市民

に対しては、また児童と一緒にはいきませんが、そういう形の内容をぜひ今私が紹介した

事例を周知して、保険に加入するような対策をとっていただきたいと私は思うわけでござ

いますが、その点についてご答弁を求めます。 

○議長（吉田 正君） 板野教育長。 

○教育長（板野 正君） お答えいたします。 

 まず、１つは、学校におきまして交通安全指導をどの程度しておるかということからで

す。 

 私も、実は子供たちが登校する時間帯が７時過ぎから８時の間なんですよ。そのとき

に、救急車が走っているのが、ほとんど毎日のように聞こえてきます。大変心配にはなり

ます。学校からそういった報告がなければほっとする朝であります。 

 何回指導しておるかということなんですけども、極端っていうか、言うなれば毎日のよ

うにしております。というのは、交通安全教室としては、これは新入生のときには必ずや
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っておりますが、あといろんな場所で、もちろん毎月の交通立哨から始まってあります

が、中学校、特に自転車通学している中学生におきましては、いわゆるホームルームの場

で子供たちにはしつこいぐらい交通安全には十分気をつけるようにということは本当に言

っていただいております。命の大事さ、また交通事故によって、尊い命をなくするという

ことがないようにということで、本当にこれは何回かと言われますと、ほとんど毎日のよ

うに注意をしていただくという方向で今も言っていただいておるところでございます。ま

た、大きくは交通安全教室を言いましたけど、あと全校集会とか、あるいは毎朝の校門に

立っての状況指導、こんなこともやっております。 

 それから、保険の加入のことなんですけども、このことについても、実は私は２日ほど

前に中学校長会ありました。そのときにも、１月にも申し上げましたけども、再度おとと

いですか、この保険の加入については強く保護者にお願いしてもらいたいということを申

し上げましたところ、校長は、ＰＴＡ総会とか、あるいは入学式のときには必ず具体的な

例をもって保護者に呼びかけていきたいと、こういうような力強いお答えをいただいてい

ます。これは非常に大事なことなので、今後はしっかりと加入していただくようにお願い

をしていきたいというように考えております。 

 以上です。 

○議長（吉田 正君） 香西和好君。 

○１６番（香西和好君） 先ほど答弁した学校で、父兄とか、そういうＰＴＡの方に呼び

かけるんも非常に大事なことですが、学校で保険を導入して掛けていただいたらと思いま

す。それで、先ほど教育次長が答弁いただきました年間４，０００円で４億円だったか

ね、補償ができると。 

（教育次長西村賢司君「２億円」と呼ぶ） 

 ２億円ですか。２億円ですか。大変な額で、そら結構なことですが、私もちょっと資料

を調べたら、こういう保険があったんで、ご紹介して、格安でもあるので、ぜひ教育現場

で導入していただいて、また総務部関係では、市民にしっかり呼びかけていただきたいと

いうことでちょっとご紹介をさせていただきます。 

 自転車の、先ほど言いよったように、対人事故で、賠償が高額化する中、事故に備えた

保険が広まり始め、自転車購入時１，０００円程度の手数料を払って、自転車に張る日本

交通管理技術協会のＰＳマーク、これは対人仕様で、最高２，０００万円まで保険がつい

てる、１，０００円程度で。もう一点は、民間保険会社の自転車保険も次々と現在販売さ
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れ、―――――――――――自転車向け保険、―――――――（１８字取り消し）も月１

００円の保険料で１，０００万円まで個人補償をカバーする１００円自転車プランを販売

してると。また、本年１月からは、月額４１０円で賠償総額最大１億円まで補償するプラ

ンも開始していると私は承知しております。くどいようですが、この格安の保険料を研究

調査していただいて、私が今紹介した、こういう格安の保険料でいけるんならば、ぜひ教

育現場で、また行政で、財源的なこともあるんですが、ぜひ導入をしていただきたいとい

うことを最後に、これ教育現場の方から、教育長ですか、答弁いただけますか、今紹介し

た、この格安のこういうプランがあります。２億円、３億円の補償でなしに、まず保険を

通学している児童・生徒が全員が加入する。加入するときは、父兄の周知するんでなし

に、学校が責任持って児童に全員に加入させると、事故対策のために。それで、こういう

格安のプランを１００円で１，０００万円ですから、そういう保険をまず導入すると。こ

れに対しての最後の教育長、答弁お願いします。 

○議長（吉田 正君） 板野教育長。 

○教育長（板野 正君） 香西議員の再々質問にお答えいたします。 

 格安の保険があるから、全員の方に加入を。私は、基本的に非常に大事なことだと思い

ます。これは、任意保険ということもありまして、私は今後校長会のときにはしっかりと

そのあたりの説明しながら、できるだけ多くの人が加入していただくようにお願いをして

いきたいというふうに思っております。 

 以上です。 

○議長（吉田 正君） 香西和好君。 

○１６番（香西和好君） では、次の２点目の土柱の保全対策について質問をいたしま

す。 

 この質問は、前回も質問させていただきました。２００８年、平成２０年に約５カ月か

けて調査した土柱の結果が、２００９年、平成２１年１２月６日、調査をした阿波学会か

ら報告され、土柱の崩壊の原因は、２００４年に相次いだ台風と土柱に生えた樹木が要因

と言われております。また、阿波学会の調査を担当した徳島大学大学院の石田教授は、当

時今も崩落を招く樹木は数十本ある、今からでも遅くない、土柱は阿波市にとどまらず、

徳島県が誇る文化財だ、市は国や県と協力して一刻も早く保全対策に取り組んでほしいと

の緊急を要するこの報告がありましたことはご承知のとおりと思います。前回私が土柱の

保全対策について質問をいたしました理事者の答弁では、２０１１年度から２年計画で阿
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波の土柱緊急調査委員会を設置し、保存に関する調査、２０１２年度後半に緊急調査と並

行して保存管理計画策定すると、こういう内容でございました。またもう一つ内容では、

具体的な調査の方針、調査の実施の要綱、調査費の精算等々となっているが、現在の進捗

状況はどうなっているか、この点をまずお尋ねをいたします。 

 また、阿波の土柱緊急調査委員会の委員は、どのようなメンバーで構成なっているか。

前回調査をした阿波学会のメンバーはどういう方であるか。もう一点は、今回設置になっ

た阿波土柱緊急調査委員会の委員に前回調査をした阿波学会のメンバーが入っているかい

ないか、この点をお尋ねします。 

 それともう一点、平成２３年度阿波の土柱緊急調査委託業務２６０万円計上なっており

ます。工期、平成２３年１１月７日から平成２４年３月１９日となっており、工期もあと

わずかであるが、事業内容と現在の進捗状況をお尋ねをいたします。 

○議長（吉田 正君） 西村教育次長。 

○教育次長（西村賢司君） 香西議員からの２点目であります阿波の土柱の保全対策につ

いて、１点目が、文化庁から土柱の保全対策の実施方法について調査を求められている

が、現在の進捗状況はどうなっているのかという質問にお答えしたいと思います。 

 文化庁より求められております保存管理計画の策定につきましては、平成２３年度と２

４年度の２カ年事業で保存管理計画を立てることを目的に調査事業を進めているところで

ございます。平成２４年度、来年度の整備は、保存管理計画の調査報告書はできる予定と

なっております。本年１年目の進捗状況といたしましては、波濤ヶ嶽、これの地質調査と

植物の基礎調査を実施いたしました。またそのほかにも、４カ所あります土柱、不老嶽、

それから橙籠嶽、橘嶽、莚嶽、この土柱関連区域の現状調査も実施をいたしました。その

内容について尐し説明させていただきます。 

 波濤ヶ嶽の地質調査では、クラックです。これは、土柱層に発生しているひび割れでご

ざいます。それから剥離、これは土柱層の表面の一部がはがれた痕跡、それからせん断

面、これは重力によりましてずれが生じた断層面のことでございます。このような危険性

のある箇所の特定を今回できました。また、土柱関連区域の現状調査では、４カ所ありま

す、ただいまの土柱の保全ルートの検討も行いまして、本年度１年目の調査事業について

は完了をいたしております。 

 次に、２点目で、議員ご質問の阿波の土柱緊急調査委員会の委員のメンバーは、どのよ

うなメンバーであるかということでご質問にお答えしたいと思います。 
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 本事業に関しましては、調査全般の指導や助言をいただくために国指定天然記念物阿波

の土柱緊急調査指導委員会を昨年の７月に設置いたしまして、５名の委員の方に委嘱をい

たしております。その委員構成につきましては、委員長に、地質が専門の徳島大学地質研

究部の教授、これは先ほど議員が阿波学会のときに申されました教授でございます。それ

からまた、委員といたしましては、同じく徳島大学の地質地形が専門の准教授、それから

３人目が同じく徳島大学の植物が専門の准教授、それから斜面の保全が専門であります徳

島大学工学部の建設工学科の准教授、それから５人目としまして、景観としまして阿波市

文化財保護審議会の会長、以上５名で今回の緊急調査指導委員会を構成いたしておりま

す。 

 次に、ご質問の３点目でございます。 

 平成２３年度阿波の土柱緊急調査委託業務が２６０万円計上され、工期としまして平成

２３年１１月７日から平成２４年３月１５日となっておりますが、工期も残りわずかで、

その事業内容と進捗状況はというご質問にお答えしたいと思います。 

 本年度の業務委託内容につきましては、調査基本作成業務、それと地質調査の業務がご

ざいます。調査内容は、土柱構成層の節理、これは地層にある規則的な割れ目のうち、両

側にずれのないもの、それからせん断面を含む地質調査でございます。波濤ヶ嶽の指定地

域内についての節理及びせん断面の調査と、それと土柱関連区域、先ほど申しました４カ

所あります土柱の景観調査となっております。 

 次に、本年度の進捗状況につきましてですけれども、委託しました現地での調査はすべ

て完了いたしております。現在は、その調査に基づきまして、業務報告書の最終校正を行

っているというふうに聞いております。 

 以上で答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 香西和好君。 

○１６番（香西和好君） 再々問いたします。 

 それで２点だけお尋ねしますんで、それだけ答弁いただいたらと思います。２点だけで

す。 

 今私が、前回の阿波学会から今回の緊急対策委員に何人入られたか、入ってないかっち

ゅう人数をお聞きしました。というのは、前回も質問したんですが、同じメンバーが担当

して、委員になって調査したら、また同じような結果が出るんでなかろうかという思い

で、私は今人数もお尋ねしたし、入っているんですかという、もちろん１人、委員長は同
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じメンバーが現在入っております。それで、同じメンバーが入って、新しい緊急調査委員

会でまた結果が出て、同じもんがあるかもわからん。出るかもわからん、阿波学会と。で

あるならば、まず先に結果が出た分に対応してほしいということでお願いをいたしまし

た。 

 あと、この１点だけお答えください。 

 文化庁から、現在崩落している土砂に対しては、人力なら構いませんよというふうな答

弁が出てるように伺っておるんですが、これが事実であれば、早う取りかかれるもんかど

うか、これだけお答え願いまして、この点の質問は終わります。 

○議長（吉田 正君） 西村教育次長。 

○教育次長（西村賢司君） 香西議員の再問であります具体的な土柱の保全対策です。こ

れにつきましては、先ほど申しましたように、この調査をことしと来年、２年間かけまし

て調査ができます。その報告書をもとに、その報告書の内容を見まして、具体的なそうい

った土柱のこれからの対策をとっていきたいというふうに考えてますので、一応２４年度

の末を報告書を待ちまして考えていきたいというふうに考えておりますので、よろしくお

願い申し上げます。 

○議長（吉田 正君） 香西和好君。 

○１６番（香西和好君） それでは、３点目の尐子化対策支援事業について質問をいたし

ます。 

 時間も迫ってまいりましたので、急いで質問いたします。 

 平成１７年４月１日、旧４町、吉野町、土成町、市場町、阿波町が合併し、新市阿波市

が誕生、阿波市のあらゆる特性を生かし、また資源を生かし、魅力あるまちづくりを進め

ていくために、平成１８年に基本構想、平成１９年から平成２８年と前期基本計画、平成

１９年度から平成２３年度から成る第１次阿波市総合計画を策定、この前期基本計画も発

足から５年を経過し終了、このたび新しく後期の５年計画が策定になっております。前

期、後期基本計画の内容を見てみると、尐子・高齢化の問題、社会福祉の問題、子育て・

教育の問題、尐子化対策支援の問題が重点施策に位置づけられております。その中におい

て、子育て支援については、このように強調しております。今後、子育て支援の充実は、

尐子化の歯どめや次世代を担う人材の育成はもとより、市の魅力あるイメージを向上さ

せ、定住、移住の促進につながるものとし、本市にとって一層重要性を増す。このため、

子供、子育てを重視したまちづくりを今後の阿波市の重点施策として明確に位置づけ、次
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世代育成支援行動計画後期計画に基づき、関係機関、団体が一体となって、家庭や地域の

機能を支えるための多面的な子育て支援策を積極的に推進していくと、こうあります。 

 また、先日の徳島新聞に掲載になりました、この記事でございます。「医療費の拡大検

討、県、小学校修了までに」と、こういう記事がありました。阿波市の乳幼児助成制度

は、平成１７年４月合併当時６歳未満まで、平成１８年１０月９歳未満まで、平成２０年

１０月１２歳未満まで、平成２１年１１月小学校６年卒業までと、現在に至っておりま

す。全国、また徳島県内においても、助成を拡大し、子育て支援に取り組んでいるが、こ

の際阿波市も現行の小学校６年卒業までの助成を拡大して、中学校修了までとしてはどう

か。 

 また、２点目ですね、各自治体町村においては、新しい支援、助成事業を導入し、尐子

化対策に取り組んでいるが、本市の考えは。事業計画があれば、お答えを願います。 

 また、２点目に、全国各地の市町村は、深刻な尐子化問題に子育て支援を重点施策とと

らえ、幅広い分野から新制度を導入して、尐子化対策、子育て支援に取り組んでいるのが

実態でございます。前段述べましたように、阿波市第１次総合計画後期基本計画の中にお

いて強調されている関係部門、関係機関・団体が一体となって子育て支援策を推進してい

くとあります。今後において、この関係機関、関係団体と随時検討していただいて、新し

い事業を見つけるとか、そういう新しい事業をつくるお考えはあるかないか、この点につ

いてお尋ねをいたします。 

○議長（吉田 正君） 松永健康福祉部長。 

○健康福祉部長（松永恭二君） 香西議員からは、尐子化対策新事業ということで、１点

目の本市での現在実施している尐子化対策支援助成事業等の拡大する考えはということ

で、本市の乳幼児等医療費助成のことと思っています。 

 これまで、段階的に拡充をしてまいりました。現在、小学校修了まで、入院、通院を助

成対象として、所得制限を撤廃して継続しているとこでございます。一方で、県の乳幼児

医療費の助成制度の動向につきましては、現在小学校３年修了までとしている乳幼児等医

療費の対象助成を小学校修了まで拡大させる方向で検討を始めるという、この県議会で答

弁している旨の情報を得ております。現在、本市の小学校６年修了までの乳幼児等医療費

助成の財源につきましては、小学校３年修了まで県の補助金、補助率２分の１でございま

すけれども、いただきながら、その他は一般財源で対応しているというところでございま

す。県の医療費助成の拡大が小学校６年修了まで対象になることになれば、現在小学校４
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年生から小学校６年修了までの県費２分の１の助成が受けられるということになります。

新たな財源になるということでございます。そのことを勘案いたしましても、乳幼児等医

療費の助成を中学校修了まで拡大するということになりますと、一般財源の負担もふえて

まいります。また、平成２２年の第２回の市議会におきましても、乳幼児等医療費の中学

校修了までの拡大についてのご提案をいただきました。通院、入院、入院だけの拡大につ

いても財政負担も大きくなることから、今後引き上げについては十分な財源確保を踏まえ

た上での検討ということとさせていただきますとご答弁をさせていただいております。い

ずれにいたしましても、乳幼児等医療費の中学校修了までの通院、入院、入院だけの拡大

につきましては、今後の県の動向もございますけれども、恒久的な施策になることから、

確かな財源確保を踏まえた上での検討としてまいりたいと考えておりますので、ご理解を

お願いいたします。 

 ２点目の各自治体市町村において、新しい支援事業を導入して尐子化対策に取り組んで

いるが、本市の考え方というご質問でございます。 

 本市の子育て支援につきましては、第１次阿波市総合計画で安全・安心のまちづくりを

基本目標に、平成２２年３月に策定した次世代育成支援行動計画後期行動計画に基づきま

して、各施策を展開しています。また、現在策定中の第１次阿波市総合計画後期基本計画

においても、主要施策として、地域における子育て支援の充実の項で、経済的支援につき

ましては厳しい経済情勢を踏まえ、支援の拡充について検討すると掲げています。次世代

育成支援行動計画後期行動計画では、基本的な考えとして、子育て支援サービスの拡充な

ど、経済的支援、子育て支援拠点事業などの施設整備、保育サービスの向上、子育てと仕

事の両立支援の推進、心身ともにたくましく成長する教育環境の整備、家庭・地域の子育

て力の充実という６項目をメインプランとして経済的支援、保育支援の両面から各施策を

推進しているとこであります。特に、経済的支援といたしましては、乳幼児等医療費助成

事業の拡充や保育料負担の軽減を図っています。保育料の負担軽減につきましては、国の

基準より低く設定し、県下市町村の中でも最も低い水準に設定をしています。その他子ど

も手当や児童扶養手当といった法定受託分はもとより、ひとり親家庭のお子さんが小学校

や中学校に入学したときの入学祝い金、また交通遺児手当といった市単独事業も実施して

おります。一方で、保育環境の充実のため、保育所の統廃合及び幼稚園との合築による

幼・保連携施設の新築というビッグプロジェクトを２カ所で計画しております。市の財政

負担もかなり必要になります。こうした状況の中、多様化する福祉ニーズに対応するため
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の子育て支援施策につきましては、限られた予算の中でトータル的に判断し、予算配分を

考えながら事業を進めているところでございます。今後におきましても、安心して子育て

ができる環境づくり、なお一層のきめ細かな子育て支援施策を推進し、子育て支援のさら

なる充実に努めてまいりたいと考えておりますので、ご理解、ご協力をお願いいたしま

す。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 香西和好君。 

○１６番（香西和好君） ただいま部長から答弁をいただきまして、拡大については財源

等を踏まえて検討するというような意味合いの答弁だったと思います。 

 今、答弁の中で、部長も同じような、私が質問しようという内容と同じようなことを言

われましたけども、医療費の拡大です。県は検討に入っているという文言でございます

が、恐らく拡大になると思います。知事もそういう方向で積極的に取り組んでいくとい

う、これ言うておるんで、必ず恐らくなると思います。 

 今、部長も言われましたように、現在県は３年修了まで、阿波市は６年卒業まで。それ

で、県が小学校３年生までやっておりますから、阿波市に対して小学校３年卒業までの分

の医療費の２分の１が入っていると、こう私は解釈してます。ですから、小学校４年から

６年卒業をするまでの医療費は、市単独でやっておるので、市が全額負担となります。

私、そう思う。ですから、今後拡大になった場合に、県が小学校６年卒業まで拡大すれ

ば、阿波市が小学校４年から市単でやっておった事業の分に対しても２分の１が助成にな

ると思います。県の健康増進課に問い合わせていただきました、事務局を通じて。お答え

は、恐らく２分の１の助成の方向になるだろうと。決定はしておりません。私は、恐らく

なると思います。そしたら、今まで４年から卒業までの分の１，０００万円とします。５

００万円が浮いてきます。その分をこの中学校３年生までの予算に組み入れて、新しい制

度をできないかと、私はこう訴えています。毎回このような内容の質問を私してます。同

じような答弁のように感じがいたします、財源と検討してと。ちなみに、徳島県内、児童

数が多かれ尐なかれ、助成拡大をしております、尐なかれ多かれ。上板から石井、神山、

藍住、板野、佐那河内、中学校修了まで。全国の自治体もそういうような形で取り組んで

おります。そういうことを踏まえながら、私は拡大をお願いしております。 

 最後に、この質問にお答えだけいただきたいと思います。 

 この中学校３年卒業までが財源的に大変厳しいなれば、入院を対象にした、またある角
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度から所得制限を導入して、低所得者に対しての支援策として入院した児童に対しての助

成拡大をしてはどうか、この点１点をお伺いします。 

 それともう一点、先にちょっと時間の都合で言っておきます。 

 昨日の野崎市長の答弁の中に、お金を出すだけがサービスでないと、心の安らぎが大

事、いわゆる悩み苦しんでいる人に安らぎを与えることが大事だと、このような形で言わ

れたのではないかと私は思いました。そして、今後結婚して新しく世帯を持とうとしてる

若者たち、現在の子育て中の若者夫婦の大きな悩みの一つとする尐子化の原因になってい

る、この経済的な負担を解決し、若者たちに心の安らぎを与えるためと、子育てしやすい

環境づくりのためにも、子育て支援事業の拡大が重要でございます。何をするにも、一番

には人が大事であり、人であります。その人が現在は特に若者が尐子化の時代でございま

しても、阿波市もどんどんどんどん人口は減っております。第１次総合計画では、４万

１，０００人を想定しておりましたけど、今回の後期のこの計画の中では３万７，０００

人と想定をしております。この流れの幅広い分野の阿波市の未来をつくる、また未来を希

望とする施策が基本構想から基本計画、実施計画に当たっての文言がたくさん掲載されて

おります。これを実現するためには、どんどんどんどん若者が減尐した場合には、絶対無

理と思います、私はできないと思います。そうしたことから、この構想を「あすに向かっ

て人の花咲くやすらぎ空間」、何事にも安らぎがあったら一番幸せです。ですから、こう

いう先を見越したまちづくりのために、財源は要りますけれども、今国も市町村も尐子化

が一番でございます、何事やっても。道路を広げでも、大きな家を建っても、そこに住む

人、人がいなければ何もなりません。ですから、私はあえて尐子化問題、特に子育て問題

を強調して質問をしております。 

 最後に野崎市長の答弁をいただきまして、今回の私の質問を終わらせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 野崎市長。 

○市長（野崎國勝君） ただいま香西議員のほうから医療費の問題を基本にしながら、今

現在阿波市では小学校６年まで医療費の無料をやってます。県のほうは、小学校３年の無

料の医療費を６年まで延長する。じゃあ、その余った財源ですね、それを阿波市は中学校

まで延ばしたらどうかなというような話の中で発端となって、あと阿波市の総合計画、人

口の減、「４万２，０００人」から「３万７，０００人」、それに対しての対応を総合的

にどうやるのかなというような話だったと思います。 

 ご承知のように、阿波市の場合、子育てについては県下でも本当に優秀な施策を推進し
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てるんじゃないかと思ってます。そうした中で、さらに幼稚園、あるいは保育所の施設を

統合していく。あるいは、給食センター等々もやってる。まさに、香西議員が言われる子

育てのための総合施策、ご指摘のとおりです。本当に私も心強くお話をお聞かせいただき

ました。 

 一番の問題は、総合基本計画の後期計画、タイトルが「わたしの未来プラン」なんで

す。「わたし」というのは、市民一人一人が「わたし」なんです。それを考えていただく

ために、わざわざ第１の総合計画も「わたし」というタイトルをつけています。というこ

とは、阿波市民一人一人が総合計画の主人公です。その一人一人のニーズを行政としてど

うやって抱きかかえていって、施策に反映していけるのかな。確かに、人口減の中で、対

応は子育てと、私、定住と職の確保でないかと思っています。その中の、失礼なんです

が、ごく一部が子育ての中の、あるいは定住の中のごく一部が子供に対する医療費の無料

なんですよ。そういうふうな位置づけで議員からはご意見いただいたと伺いました。その

意見、貴重な意見として、本当に阿波市の職員、部局を越え、総力を挙げて取り組んでい

きたいと思っています。子育ては、まさに人口減に対する対応の基本であることは間違い

ないと思ってます。 

 あと、先日の議員にも発言ありました、若者の定住をいかにするか、職の安定化も含め

てどうするか、そんなことを総合的に踏まえながら、今後も勉強と検討をしていきたいと

思うんです。特に、今年もやっと阿波市の職場の中の花が咲きかけています。連係プレー

をしながら、４００人の職員総力挙げて取り組んでいきたいと思いますんで、ご理解お願

いしたいと思います。 

○議長（吉田 正君） 香西和好君。 

○１６番（香西和好君） 以上で質問を終わります。 

○議長（吉田 正君） これで１６番香西和好君の一般質問が終了いたしましたが、先ほ

どの香西議員の発言中、保険会社の企業名の部分については議長において後刻会議録を調

査の上、適正に処置したいと思います。よろしくお願いします。 

（１６番香西和好君「わかりました」と呼ぶ） 

 暫時休憩いたします。 

            午後０時２２分 休憩 

            午後１時２７分 再開 

○議長（吉田 正君） 休憩前に引き続き再開いたします。 
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 次に、３番森本節弘君の一般質問を許可いたします。 

 森本節弘君。 

 

○３番（森本節弘君） 議長の許可を得ましたので、３番志政クラブ森本節弘、一般質問

を行いたいと思います。 

 まず最初に、この日曜日、３月１１日なんですが、東日本大震災１年を迎えます。被災

地の方々のできるだけ早い復興と、また今日の新聞にも載っていたんですが、死者１万

５，８５４人、７日現在、この方々に対してのお悔やみ、また行方不明者３，２７１人の

方がまだ安否がわかっておりません。できるだけ早い安否の確認ができますようにお祈り

いたします。 

 それでは、質問に入らさせていただきたいと思います。 

 今回の質問内容なんですが、大きく３つ、今回市長最後というか、４年目の平成２４年

度予算編成の基本方針を特に市長にお伺いしたいところであります。内容といたしまして

は、２３年当初予算より減尐した要因、また阿波市の新成長戦略としての重点施策はどこ

に置かれたかと、ちょっと農業振興の振興戦略としての予算配分の考え方をお聞きしたい

と思います。 

 ２番目が、中・長期財政計画、前々からいろいろお願いもしてあったんですが、今回阿

波市の後期の基本計画案が出されまして、人口３万７，０００人を推定した平成３２年ま

で、今から約１０年ほど先の話になりますが、中・長期の計画は立てていっていただいて

おると思うんですけど、その内容をお聞きしたいと思います。その中でも特に、自主財源

の率と公債費比率、それから将来負担比率等々をちょっとお伺いさせていただきたいと思

います。 

 ３点目は、国庫補助の部分で、今回社会資本整備総合交付金っていうのが１２年度で特

定財源が一般財源のほうに振りかえられるということで、この動向について最終お聞きし

たいと思います。 

 まず、１点目の平成２４年度の予算編成の基本方針なんですが、前段の議員方々の中で

１４施策っていう部分に関しては答弁いただいておりますので、こういうとこを、ここは

省略していただいて結構だと思います。 

 １番の平成２３年の当初予算より減尐した要因っていうことで、ちょっと先にこの一、

二点を１番目の質問で聞いてみたいと思います。３番目のほうは、ちょっと再問のほうで
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部長、また市長のほうにもお伺いしたいんで、よろしくお願い申し上げます。 

 １番目の２３年の当初予算より減尐なんですけれども、市長就任されました２１年度の

予算が、当初予算案比なんですが、１６５億５，７００万円で、２２年度に当たりまして

は１７２億３，５００万円、２３年度が１７４億１，８００万円で、今回が１６６億３，

８４０万円と、対前年度比をずっと申し上げましたら、市長の就任以来初めてちょっと減

額予算になっております。ここの部分の減尐要因をお伺いしたいと思います。 

○議長（吉田 正君） 遠度総務部長。 

○総務部長（遠度重雄君） 森本議員の１点目のご質問で、平成２３年度の当初予算案よ

り減尐した要因ですね、これについて説明させていただきます。 

 阿波市の平成２４年度一般会計当初予算額は、先ほども言われましたように、１６６億

３，８４０万円でございます。前年と比較しまして７億７，９６０万円の減尐、率にして

４．５％の減となっております。また、自主財源比率につきましては３３．６％、前年度

比よりも２．７ポイント増となっております。 

 ご質問の減尐した理由でございますが、平成１９年度から平成２３年度にかけましてや

っておりましたまちづくり振興基金、５年間かけて合併特例債を使った基金造成でござい

ますが、これが２３年度で積み立てが終わりますので、その分減尐と、もう一つは、東消

防署建設負担金に伴う徳島中央広域連合負担金約４億１５０万円の減尐が主な要因となっ

ております。また、国の第３次補正に伴います財源的にも有利な阿波中学校を含む２カ所

の学校教育施設整備事業、予算額にしまして約９億２，５００万円を平成２３年度へ前倒

しをしたものも大きな要因と考えられます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 森本節弘君。 

○３番（森本節弘君） 基本的な要因は理解いたしました。恐らく、新聞にも載ってたよ

うに、決算時あたりには、またこれからの給食センター等々の予算が上がってくると思う

んで、負債のほうで２００億円ぐらいになるんじゃないかというふうに聞いてもおりま

す。 

 今回、２番目の重点施策なんですが、これは十分お聞かせいただきました。この中で、

ちょっと私が思ったところって３番目なんですけども、この２４年度の予算なんですが、

徳島県の８市以外も、阿波市以外に７市やなくて８市あるんですけども、当初予算比が減

になったんが７市で、阿南市だけですかね、増額というか、かなり大きな増額になってお
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ります。あと、緊縮財政をもちまして、ほとんどの施策が去年の今の震災においた中の防

災・減災対策に対しての予算が主であって、あとは阿波市の場合は、いろいろな設備投資

ですよね、そういうふうな部分が大きく目立っておるように思います。 

 １つ、今回の２４年度の当初予算なんですけども、市長、行政報告でおっしゃいました

ように、第２次集中改革プランによる行財政改革を継続するとともに、市民が幸せを実感

できる、いつまでも住み続けたいと思える、安全・安心で魅力があり、活力のあるまちづ

くりを目指して集中的に投資を行ったというふうに行政報告をいただきました。これ２４

年度の当初予算のときの今回の基本方針なんですけども、２３年度のあたりは、市長のほ

うが２３年度は、前年度以上に財源の有効活用に留意し、農業や観光、子育て支援分野で

新規事業を展開していくとともに、学校耐震等々整備事業などを実施していきたいという

ふうなお話でした。今度、２２年ですよね。２２年になりますと、このときもそうなんで

すが、当初予算のときの市長の行政報告なんですけども、限られた財源の中で事業の選択

と集中を行い、農業振興や子育て支援、環境施策の推進などの分野で新規事業に取り組む

とともに、未来世代に希望を与えながら、将来の負担をできるだけ残さないように配慮し

た編成を組んだということで、このとき初めて２２年度のときに農業振興で阿波市ブラン

ド飛躍推進事業等々、新しい事業を市長展開していただいたと思います。その前の２１年

が、これ予算というんではないんですが、市長の所信表明ですよね、初めて当選されたと

きの所信表明が、この中にも公約に上げた農業や商工業、観光等の産業の振興を重きに置

いて、農業立市を目指した阿波市の経済活性化を目指したいということで、このとき２１

年なんかはリーマン・ショックでかなりの経済危機の段階で、いろいろな政策展開された

んですけども、やはり農業立市っていうとこで、かなり市長ずっとやられてきたいと思い

ます。 

 今回のちょっと気になったんが、２４年度の新予算に対して、農業振興のほうがちょっ

とうたわれてないと言うたら何なんですが、今までよりちょっと大きな声とかトーンがダ

ウンしたような気がしたんです。やはり今度市長の仕上げの２４年度予算と私は思ってお

りますので、もうちょっと農業政策に対して突っ込んだあれが出るんかなと思っておった

んですが、予算のほうも農業政策に関しては、２２年、市長就任して初めての予算のとき

は、予算ベースなんですけども、４億２，０００万円ほどの農業予算がついております、

農林水産業費が。それから、２３年に対しては４億５，５００万円、それに２４年度が４

億６，３００万円っていうことで、大体４億２，０００万円から５，０００万円の間の予
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算つけていただいとる。最初に市長が当選なされたときは、前年度は３億７，０００万円

ほどでしたんで、またちょっと何か今度は２４年度の予算４億６，０００万円では物足り

ないような気がいたしまして、農業立市を目指した市長の今回の最終年度の予算配分、市

長の考え方等々を含めまして、まず農業振興戦略の予算配分の考え方というとこをもう一

度聞きたいと思います。それは、今までの過去３年の具体的な農業政策に関しての成果、

またブランドづくりはどの程度進んでいるのか、市長のおっしゃっとった。それと、この

２４年度に対して最終仕上げの年度の予算の中身は、どういうとこを考えて立てられたか

というところをお聞きしたいと思います。 

○議長（吉田 正君） 田村産業経済部長。 

○産業経済部長（田村 豊君） 森本議員の一般質問でございます農業振興戦略と予算配

分についてということでお答えをさせていただきたいと思います。 

 それで、農業関係においてでございますけれども、農業につきましては、阿波市の基幹

産業であるというふうなことで、農業の振興と魅力ある農業、農村の再生実現に向け、農

業振興課といたしましても積極的に事業に取り組んでいるところでございます。 

 それで、平成２１年度から２３年度にかけての取り組み状況ということで、先にご説明

をさせていただきたいと思います。 

 平成２１年度につきましては、それまでの国、県、市単独の事業を継承しながら取り組

んでいったという状況でございます。さらに、平成２２年度につきましては、高齢化や農

地の荒廃など、農業を取り巻く情勢が一層厳しさを増す中で、その現状を把握するととも

に、目指すべき姿とその実現に向けた施策を計画的に推進するため、その基礎となる阿波

市農業振興計画を策定をいたしました。この計画につきましては、阿波市ブランドの推

進、地産地消の促進、集落営農組織の推進の３つを重点プロジェクトとして掲げさせてい

ただきました。それで、さらに２３年度からの取り組みでございますけれども、２３年度

からは阿波市の農産物のブランド化を目指すために、その協議体といいますか、組織とい

たしまして、阿波市農業振興計画重点プロジェクト推進会議を設置いたしまして、本市の

すぐれた多くの農産物の中から、販売実績や認知度、将来性などを勘案し、農産物１３品

目につきましてブランド育成品目と位置づけ、１３品目を設定したところでございます。

さらに、この１３品目につきましては、今後さらに絞り込みを行いまして、阿波市ブラン

ドとして構築できるという品物を見出していくというふうなことで取り組んでいきたいと

考えております。 
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 それで次に最終、平成２４年度、来年度の予算についてでございますけれども、来年度

につきましては、これまで検討を重ねてきた内容を精査し、課題を実行に移すため、一般

会計当初予算のうち農業振興に係る予算といたしましては、総額で９億２，５２５万円、

前年度８億６，０００万円に比べて６４１万４，０００円の増加の予算の計上をお願いい

たしておるところでございます。このうち、特に２４年度からの新規に取り組む予定の事

業といたしまして、当初予算で９４６万７，０００円を計上をいたしております。それ

で、この新規事業の内訳についてですけれども、地域農業マスタープランの作成に必要な

事務的経費として９４万円、農地集積協力金事業として７０万円、新規就農総合支援事業

費では７８２万７，０００円等を計上をいたしております。これ以外の事業予算について

も、ほぼ前年並みというふうなことで計上をさせていただいております。 

 それで、特にこの新規事業につきましては、国がこれまで戸別所得補償制度や食の安

全・安心の確保などを柱として諸施策を推進してきた事務に加え、所得の減尐、担い手不

足、高齢化など、厳しい状況に直面した農業の再生化を図り、持続可能な力強い農業の実

現を図ることを目的として出された取り組みであります。その事業の主な概略でございま

すけれども、農地集積協力金事業というようなものがございます。これにつきましては、

人・農地プランを定めた市町村において、そのプランを実現するために農地集積に協力す

る方に対し農地集積の協力金を交付するものであります。また、新規就農総合支援事業

は、青年の就農意欲の喚起と就農後の営農の定着を図るため、就農前及び経営が不安定な

就農直後の所得を確保するため、新規就農された方に農業を始めてから経営が安定するま

での間、給付金を支給するものであります。それと、このほか、これまで農業者戸別所得

補償制度の推進事業にも取り組んでまいっておりますが、これも続けて実施してまいりま

す。また、中山間地域等直接支払事業についても実施してまいります。また、本市独自の

取り組みといたしまして、平成２３年度に取り組みを開始いたしました活力ある阿波市農

業振興事業につきましても、引き続き取り組んでまいりたいと思っております。ＪＡや各

地域の自治会、農業法人等とも協力し、引き続き今申し上げました事業に取り組んでまい

ります。また、農業振興に関連いたしまして、県単独の農業振興事業の推進や地産地消に

も取り組んでまいりたいというふうに思っておるところでございます。 

 阿波市で生産される農産物を地元で消費することについては、食育、そして安全・安心

な食材の供給、さらには生産者の活力の向上、そして農業における新体制の確立を目指し

て取り組んでまいりたいというふうに考えております。 
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 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 森本節弘君。 

○３番（森本節弘君） 再々問になるんですけど、これ最終は市長にちょっとお考えだけ

をお願いしたいと。過去３年間の具体的な成果の市長のとらえ方、それからブランドづく

りの難しいと思うんですが、きのうも議論ありましたけども、ブランドづくりに対する市

長の今の見解、またこれから最終年度に対しての農業政策の予算の中身をもう一遍考え

た、阿波市の農業の活性化の成長戦略、市長のほうのお考えを聞かせてもらいたい。 

 すいません。それで、私、ちょっと見てみた。農林水産業費なんですけども、４億円前

後なんですけど、実際農業振興費に対しては、大体振興費の部分に関しては、当初の２１

年が４，１００万円ほどでした。市長就任なされてすぐに９００万円ぐらい振興費予算つ

けられまして、５，０００万円ぐらいになってますよね。２３年度が８，６００万円ほ

ど、これ３，５００万円ほどの投資予算になっております。今年度なんですけども、２４

年、来年度なんですけど、今の部長の答えのように９，２００万円、当初より倍ぐらいの

振興費がついております。やっぱりここを戦略として考えられとると思うんで、そこの部

分の市長の見解、所見をお聞きしたいと思います。 

○議長（吉田 正君） 野崎市長。 

○市長（野崎國勝君） 森本議員からは、それぞれ私が就任した２１年ですかね、あるい

は２２年、２３年度等々の農業関係の予算関係を重点的にご質問がありました。 

 私がそれぞれ阿波市の行政進めるときに、基本になっているのは、やはり総合計画なん

ですね、総合計画です。総合計画というのは、ある議員もご質問がありましたけれども、

なかなか文章表現っていうんですか、そのあたりで具体的なものがなかなか見えにくいと

いうような質問をいただいてます。そういうところはもっともな話なんで、当然農業関係

だけとれば、その他の総合計画の中の各それぞれ部局が担当する施策の具体的な計画をと

にかく仕上げていこうということで、主に２２年だったんですが、２３年、２２年にかけ

て、２５ほどのそれぞれの部門別の計画をこしらえてます。その中で、２２年には、阿波

市の農業振興計画を立てました。なぜ立てたかと言いますと、農業関係の施策というの

は、本当に従来から考えても、国の直轄の施策なんです。それぞれ県段階、市段階、特に

市町村段階ではなかなか進行計画っていうのは立ててない部分がある。じゃあどうして立

てたのかといったら、全国レベルの農業施策、当然なんですが、阿波市は県下でやっぱり

１６％、１７％の生産性を持っている農業地帯だ。特に産業といったら、やっぱり農業な
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んだろうなというところへ実は目をつけたとこです。農業振興計画を立てる前に、阿波市

の農業って本当にどんなのかな、随分と農協さん、あるいは農家のご協力も得ながら、実

態調査をしてます。きのう、藤川議員からも話がありましたように、まず市内に４農協が

あるのは非常に珍しい。恐らく全国にもそう余り例はないですよ。そうした中で、阿波市

の農業のまず実態を調べていく。わかったのが、非常にすばらしい産品がある。特に、１

億円以上の産品が１３品目ぐらいありました。その中で、県下あるいは京阪神への食糧供

給基地の基幹となってる阿波市、じゃあこの中でどうやって阿波市の農産物を京阪神等々

へ売り込めるのかなということに着手したわけです。一方、ブランドづくりですかね。今

現在、１３品目の中で、それぞれ奨励事業をやりながら絞り込んでいってる段階、まだ１

年半ぐらいしかたっていませんですね。一番ネックになったのが、やはりブランドづくり

というのは、銘柄づくりです。農家団体から作物の栽培統一までしなきゃいけません。そ

の次には、商いですから、相手方に信用ができなきゃいかん。ということは、しっかりし

た安全・安心、品質のそろったものを定期的に、しかも大量にお届けしていく、これが銘

柄化、ブランド化なんです。ところが、一番ネックになっているのは、やはり定期定量の

農産物がなかなかそろわないわけです。品質もばらばら、パッケージもばらばら、輸送方

法もばらばら、これではやっぱりブランドづくりの戦略立たない。ブランドづくりのお願

いをＪＡさん等々にお願いしているわけなんですが、どうしても同じレタスでも、４つに

分かれるわけです。一本化できない、定期定量ができない、出荷ができない、そのあたり

がブランドづくりの一番のネックになっている。その次に、じゃあ農家の経営安定を考え

たときに、先ほどもご質問ありましたけれども、松永議員だったですかね、単なる一農家

が耕地を集めても意味がない。やはりコストが下げれるような土地の集約をしなさい。本

当に一番の基本の基本です。点在したところで、幾ら面積拡大したって、これはコストが

下がるわけないんです。だから、そこへ目をつけたのが、集落営農。できたら、２０戸、

３０戸の集落の中で土地のまとまりがある中で、担い手となる後継者、みんなで話し寄っ

て、その方に生産コストが下げれる、特に低コスト、機械化ができる米づくり、これにつ

いてはやはり国が言ってる平地農村では２０から３０ヘクタール、中山間では１０から２

０ヘクタールぐらいまとめていかなきゃ、これやっぱりコストは下がらんわな。これが戸

別農家の戦略ですね、生き残るための戦略。知ってる人同士の土地集めたって、分散する

わけですから、幾ら２０ヘクタールつくったって、これはコスト下がりません。地域に土

地を特定の者に対して集めていく。やっと今政府がその方向になってきたんじゃないか
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な。当然、貸し手に対しても恩恵がある、借り手についても恩恵がある。預かる担い手に

ついては、５年間１５０万円渡しましょう、お金出しましょう。だから、周辺の農地をあ

なただけで管理してください。コストは、２割、３割恐らく下がっていくでしょう。もち

ろん農地を預けた人の農機具、これはみんな持っちゃだめですよ。そこまで国が覚悟を今

回は決めてるのかな。これが目をつけた集落営農の推進母体なんです。ただ、これも土地

権利がありますので、なかなか土地の集約できません。まだ今一生懸命やっても、２カ所

ぐらいですかね。これが集落営農。だから、ブランドと今集落営農をいきましたね。集落

営農はコストを下げるために、競争力がつくために。 

 あともう一つは、地産地消ですかね。これも、なかなかお話ししても、協議しても、前

を向いて進まない。じゃあ、１つ考え出したのが、一般的には給食センターって名前言っ

てますよね。１つの例をこしらえていく、モデルをね。そしたら、皆さん目を開いてくれ

るんじゃないかな。だから、私は給食センターって呼ばないでくださいって職員には言っ

ています。４，０００人がやっぱり毎日食べる食べ物を、４，０００人のレストランをつ

くるんだと。それも地産地消です。中山間には、中山間で高齢者の方がつくれる産品、ワ

ラビでもゼンマイでもウドでもいいんです、タラの芽でもいい。あるいは、ワラビを乾燥

した加工をしてくれてもいい。高齢者の方やった、お願いしますよ。阿波市の４，０００

人のレストランで買い上げましょう。平地農村では、やっぱりレタスとか、キャベツと

か、大根とか、里芋とか、そういうものを安全・安心なものを子供のために、孫のために

供給してほしい。それが地産地消の恐らくモデルになれば、そんなとこも広がっていくん

じゃないかな。そういう供給体制、生産体制ができたら、当然市内の直売所、あるいは市

外の市場へ流通ルートができていくんじゃないかな。本当に中山間の高齢者が農業やって

ますけど、月にほんまに日給取りみたいに３，０００円でも５，０００円でもいい。でき

たら２万円、３万円の現金が毎月入れば、これは本当に安定した生活も送れるんじゃない

かな、そのあたりの３つのプロジェクトですかね、農業振興計画の中で基本戦略を立て

た、まずブランド、それから地産地消、集落営農。農家の生産コストをとにかく下げる。

競争力をつけるために、そういう戦略、戦術を練って予算化していってる。予算の多い尐

ないじゃないんです。やっぱり戦略と戦術、闘いですからね、しっかり持ったもので施策

を組んでいく。ところが、実際に行動するのは農家、あるいは関係の農業団体、そこが動

いてくれんと、行政が先立って動いてやるわけにはいかんですよ、これ。やはりただ戦略

と戦術は練りながら、みんなと話しして協議しながら、その中で組み立てていく。それが
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行政の役目じゃないかなと思ってます。 

 もう一点、昨日も課題になりますけども、市の職員、ご承知のように本当に専門家がお

りません。土木にしろ、建築にしろ、もちろん農業は特にいないんじゃないかな。なぜか

って言ったら、職員の数がおらんですよね。専門家が育たない。ただ土木とか建築とかあ

るいは農業とか、そういう方は、県にお願いし、県の団体にお願いし、頭を下げて、指導

に来ていただく。昨日もいろいろ説明しましたけれども、県単事業なんてのは、なかなか

くれるもんじゃない。わずか３年で２５倍も３０倍にも実績になっているわけです。その

あたりをお金で言うのはおかしいんですが、そんなところで動いてる。これから先、やっ

と農産物の直売所等々もでき、これから恐らく食品工業とか、いろんなものへ発展してい

くと思います。市場の大俣農協の前の圃場整備した後、現地見ていただける方ならわかる

と思います。あのハウスの立ち方、この二、三年の見事ですよ。人を見たらね、阿波西高

校の西側です。どれだけ建ったか、観察してください、本当に。ハウス一軒もなかったで

すよ。そういう現地をしっかり見ていただいて、金じゃない。補助金出してません、う

ち。しかし、ムードづくり、農業立市という名前だけのムードづくりだけでも、あれだけ

のハウスが建つんですよ、びっしり建ち出した。阿波市の景色見てください、本当に。そ

ういうところでご判断もお願いしたい、しっかりと。私は、現地現場主義で、しっかりと

阿波市の状況、景色から作物も全部見ていきながら、阿波市民のほんまに生活がよくなっ

てんのかな、住みよい町になっているのか、そういうところへ気をつけながら施策推進し

ておるつもりです。もう一度改めて阿波市の景色を見ていただいた上で、ああ、動いてる

な、停滞してるなということをご判断願いたいなと思います。なかなか意に沿わないよう

な答弁でございますけれども、よろしくご理解お願いいたしたいと思います。 

○議長（吉田 正君） 森本節弘君。 

○３番（森本節弘君） 市長の熱い気持ちわかります。なかなか農業戦略ね、今の市長の

答弁聞かせていただいたら、道半ばで、まだまだ農業っていうんは形になるんは難しいん

かなと、お金入れるだけでなしに、時間もかかるし。ただ、市長が入ってきて、目に見え

るってなかなか難しいと思うんですけども、当初市長、またもとへ戻るんですけども、就

任当時の熱い思いが、私ちょっと振り返ってみたんですけども、３８年の県庁勤めされ

て、１７年４月から平成２１年３月までなんですけども助役、市長経験なされて、それか

ら２２年に市長に就任されました。その中で、ずっと言い続けてきたのが、やっぱり今お

っしゃっとった「あすに向かって人の花咲くやすらぎ空間阿波市」、これの総合計画をも
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とに、協働、創造、自立っていうとこでずっとこれ市長言い続けられた。そこで市長のカ

ラーは何かというと、要するに農業立市を目指した阿波市の再生、活性化ということでず

っとやってこられたんじゃけども、なかなかこの３年、４年では実が結ばないっていうん

が本音だろうと思います。ただ、これからももっとそういう部分で、お金だけでなしに力

入れていただいて、阿波市の特性の農業っていうものをやっぱり守っていっていただきた

いと思います。 

 市長のこの３年間、ちょっと予算の中で見させていただきながら、積極性っていうこと

ではかなり毎年毎年大きな予算、それと事業費を使ってもらって投資していった部分もあ

るし、これからもやっていくと思うんですが、第１問目の質問は、今の項はおきたいと思

います。 

 そのままの流れなんですが、今度第１問から引き続いてるようなことになるんですけど

も、２点目の財政計画なんですが、中・長期の財政計画、この２４年の予算も引き続きま

してちょっとお伺いさせていただきます。 

 中・長期の財政計画についてなんですが、阿波市の後期の基本計画（案）が出されまし

た。これ人口４万１，０００人を想定した部分で立てられた部分があると思うんですけど

も、今回の後期では、２８年度には３万７，０００人を推定して立てていかざるを得んだ

ろうと、財政計画を。それを踏まえて、今後２８年度までのは、この前の新市まちづくり

案の中で、１年延長を議会のほうも議決していただいて、新市まちづくりの１年延長をや

りました。その中でも、財政計画立てていただいたんですが、２８年度からは、段階的に

交付税の減額が始まりますよね。その部分含めて、３２年までの財政計画を今立てないか

んであろうし、立てていただいておると思います。これシミュレーションにもなるんです

けども、ここでひとつお伺いしたいのが、中・長期なんですが、阿波市後期の基本計画が

出されて、人口３万７，０００人を推定した平成３２年度までの財政計画はどのように推

移して、どのように予想しているか。この中で、さっきも申しましたように、自主財源比

率、実質公債費比率、将来負担比率、それが地方債の推計とか、あと投資的経費等々もち

ょっとこの１０年の中・長期を質問入れてますんで、計画の部分をちょっと説明していた

だけたらなと思います。 

○議長（吉田 正君） 遠度総務部長。 

○総務部長（遠度重雄君） 森本議員の２点目のご質問で、中・長期財政計画についてと

いうことで、まず３２年度までの財政計画の見通しについてでございますが、短時間では
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すべて推計するのは非常に難しいところがありますので、現在申し上げることができる範

囲で答弁させていただきます。 

 平成２３年第３回阿波市議会におきまして新市まちづくり計画について総合計画後期基

本計画と整合性を図り、これら施策の実現に向け、基礎自治体としての財政基盤の堅持と

財政推計の柔軟性を高めるため、計画内容の一部変更と計画期間の１年延長について議決

をいただいたところでございます。その中で、財政運営の見通しを立てるため、平成２７

年度までの財政計画を作成しております。財政計画を策定する基本的な考えとしまして

は、人口の減尐や普通交付税については平成３３年度からの一本算定、一本算定といいま

すのは、阿波市一本ということで、普通交付税ですね、一本算定を見据えた推計値として

おります。 

 本市の国勢調査によるこれまでの人口推移は、これまで何度か申し上げておりますが、

平成１２年は４万２，３８８人、平成１７年は４万１，０７６人、平成２２年は３万９，

２４７人と減尐傾向にあります。これら過去の人口推移に基づき、第１次阿波市総合計画

基本構想では、平成２８年度の総人口の目標３万７，０００人と設定しております。人口

の減尐は、地方税収の影響、普通交付税の算出につきましては、国勢調査人口が基礎通知

の一部に使用されておりますので、減収の様相を含んでおります。また、普通交付税は、

合併の優遇措置として現在合併算定がえに基づき、合併算定がえといいますのは、旧４町

が合併しないものとして普通交付税を算出し、合計してもらうわけです、算定がえに基づ

き、交付を受けておりますが、平成２８年度からは一本算定の移行期間として、５年間で

段階的に削減されます。平成３３年からは、完全に一本算定になることから、大きな減尐

が想像されます。その対策として、集中改革プランについて、毎年決算確定後、広報紙等

で公表しておりますが、それによりますと、平成１７年度決算に対して、平成２２年度決

算には１４億３，３０３万１，０００円の財政効果額が上がっており、一定の効果を上げ

ていると思っております。今後、第２次集中改革プランに沿ってますます行財政改革を推

進していき、新たな行政課題に対応できる強固な財政基盤を維持できるよう市全体で一丸

となって取り組んでまいります。 

 次に、２点目の中・長期財政計画の自主財源比率、公債費比率等について説明させてい

ただきます。 

 財政の状況を判断する指標が、決算年度において公債費の健全化を図る実質公債費比

率、これは家計に例えて言いますと、年収に占める年間の借金返済額の割合でございます
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が、実質公債費比率と現在の市においての債務を基礎とした今後に向けての財政の健全度

をはかる将来負担比率の２つの指標が重要であります。将来負担比率というのも、家計に

例えますと、負債の残高が年収の何年分に相当するかを示す割合でございます、阿波市の

平成２２年度決算に係る実質公債費比率、これは１０％でございますが、実質公債費比率

においても、平成２３年度の市債発行額、現計予算ベースでございますが、２９億９３０

万円のうち合併特例債１３億４，４５０万円、臨時財政対策債が８億３，３５０万円と、

後年度に普通交付税措置で約８０％以上の財政措置がある市債の発行を予定しております

ので、将来指標が急増することはないと見込んでおります。ケーブルテレビに係る合併特

例債２９億９，７１０万円も平成３１年度で完済しますので、庁舎及び交流防災拠点施設

建設に係る合併特例債と元金が重複するのは、平成３０年と平成３１年の２年間のみであ

ると見込んでおります。また、将来負担比率につきましては３１．８％で、健全な指標と

なっております。この指標も、現在の普通会計における地方債残高１９３億２，６６１万

６，０００円のうち約１４３億７，０２６万２，０００円、約７４％に当たりますが、後

年度に交付税措置され、実質的な一般財源での償還率は２６％を考慮しても、後年度に負

担を残すということはあり得ないと考えております。すなわち、後年度に交付税算入率の

高い地方債を発行すれば、財政の健全度は維持できるということであります。また、農林

水産業関係で、毎年国営吉野川北岸地区総合かんがい排水事業負担金等を２億４，０００

万円ほど払っておりますが、これも国営分が平成２６年度末で完済し、その後激減するこ

ととなっており、財政的にはプラス要因になります。 

 平成３２年度の推計につきましては、総合計画後期基本計画及び各部局で策定しており

ます普通建設事業計画を参考に算出した実質公債費比率が９．６％、将来負担比率見込み

につきましては４０．３％と想定しており、財政的に健全な指標となっております。 

 自主財源比率の推計について申し上げます。 

 自主財源のうち、歳入の根幹となる地方税につきましては、人口の減尐、現下の経済状

況から伸び域に大きな期待はできず、約３０％前後で推移すると思われます。平成２２年

度決算における自主財源比率は２９％であり、平成３２年度見込みは２８．９％と想定し

ております。本市の場合、現在の自主財源比率、自主財源比率といいますのは、自主財源

額を歳入合計で割ったものでございますが、その自主財源比率３０％の向上をさまざまな

施策により努力しておりますが、自主財源の柱である地方税につきましては、納税者の増

加や企業の進出がなければ、税収の増額は厳しい状況であります。こういうことから、今
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後は第２次阿波市集中改革プランや第２次阿波市行財政改革実施計画に基づき、人件費や

物件費などの経常経費の削減や市税等の向上、未利用財産の売却等などを進めていく必要

があります。 

 地方債の推計についてですが、地方債の平成３２年度末現在高は１７２億４，２９５万

円と推計され、平成２２年度末と比較しますと、約２０億８，３００万円の減となりま

す。地方債の年度末現在高のピークに達するのは、大型事業の完成に伴い、平成２６年度

末で約２４１億４，８００万円で、そのうち後年度普通交付税措置額が約１６２億円あ

り、実質的な一般財源の年度末現在高は約７９億４，２００万円となります。それ以後

は、償還に伴い減尐傾向となるものと思っております。また、元利償還金の見込みにつき

ましては、平成３２年度で約２１億７，０８０万円と、平成２３年度と比較しても、変動

しないと予想され、財政的にも健全な計画を立てております。 

 次に、投資的経費の推計についてですが、平成２４年度から平成２６年度にかけて、庁

舎及び交流防災拠点施設建設事業、給食センター新築事業、幼・保連携施設整備事業な

ど、大型事業が計画されているため、大きな規模となっています。平成２７年度からは減

尐傾向にありますが、平成３０年度からは市営住宅ストック総合活用計画に基づく建てか

え等により増額が予想されます。 

 以上のことから、今後も健全な財政運営ができるものと思っております。議員のご指摘

のようなことを踏まえまして、住民サービスの低下を招かないよう、新たな行財政課題に

対応できる確実な財政基盤を構築していけるよう今後も心を引き締めていく所存でござい

ますので、ご理解、ご協力をよろしくお願いいたします。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 森本節弘君。 

○３番（森本節弘君） ちょっと言葉でなかなかわかりにくいですよ、ほんまに。ほんま

飽きるような答弁になるんですけど、目で見たら結構わかりやすいですね、この１０年計

画。財政課は、かなりのとこで立てていただきました、２８年度、今回の。なぜかという

と、今度の議長のほうからも提案していただいとるように、今回の阿波市の後期計画、実

際に国のほうは議会での議決要らなくなった。条例までつくって、この未来プランを議決

しないかっていうことで、議会のほうも提案してます。その中で何かと言うと、これをも

とに、財政計画をもとにやはりこれも計上していただきたいなと。今言葉ではなかなかほ

んまわからんのです。ちょっと資料をいただいとんが、こういうふうに推計もらってま
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す。これは何かって言うと、今現在野崎市長と私たち議会が投資的経費、庁舎、防災・交

流センター、それから給食センター、幼・保一貫、いろいろと投資的経費があります。こ

れが上っていくのが、今から起債起こすんですけども、返還始まるのが２５、２６に建て

まして、それ以降にどんどん起債の償還が始まります。これがいけるかって言うんですけ

ども、３万７，０００人の人口によって、やはり普通交付金に係る算定が多尐やっぱり減

額になってきます。ということは、全体には恐らく予算も今現在立てている１６０から７

０の当初予算が２００億円ぐらいに決算ではなりよんですが、もっとどんどん狭まってく

るだろうし、小さくなってくるだろうと思う。３２年度以降は、一本査定になりますん

で、その計算だけでも１４億円っていう部分の交付税が下がります。ただ、今部長も言わ

れるとおり、今までの財政効果１４億５，０００万円ほど上げてます。要するに、そうい

うふうな政計画をやっとかんと、将来の阿波市の未来プランにも影響をするであろうし、

どこが弱点かっていうんがわかると思うんです。ただ、今回今説明していただいたんは、

今投資的経費をのせとんですが、現実２７、２８、２９、この前後には、今計画はありま

せん。ただ、住宅ストック計画によって、３０年、３１年には一応の投資的経費は見とん

ですけども、現実は今の投資的経費を償還するための財政計画なんで、それ以降っていう

んは、かなり厳しいもんもあるんではないかと思います。よって、要するにこれなかなか

説明しにくいんですが、今回の議決においても、これを参考に議員の方々にも研究してい

ただいて、この後期の阿波市の未来プランを立てていただいたらなというふうに思いま

す。 

 そこで、ちょっと答弁いただきました、見る限りには、恐らく３２年、安定的な財政は

保てると思うんですけども、自主財源は尐ないんで、依存財源に頼ってますんで、そうい

う部分でやはり自主財源の構築っていうんはかなり厳しく構築していかんと、阿波市もな

かなかしんどいもんになるんじゃないかと思います。 

 ２点目のほうは、この辺で終わります。 

 最後の３点目の質問に移りたいと思います。 

 国庫補助金なんですけども、この間新聞を見ますと、社会資本整備総合交付金の動向っ

ていうことでちょっとお伺いしよんですが、社会資本整備総合交付金、これ国庫補助金な

んですけども、特定財源というか、特定交付金として補助金をいただいています、国のほ

うから。ことしも１億２，９００万円ほどの補助金で、実質の事業費っていうんは２億

五、六千万円ほどになると思うんですけども、これの動向がこの間の国の一緒のあれで決
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定されたちゅうんが、１２年、ことしですね、これが特別の交付金のほうが一般財源のほ

うでやっていこうとしよんですけども、これ特定財源なんで、要するに私どももこれから

３０年近く、後で池光さんのほうにも出とんですけども、橋梁の耐震化とか、橋梁整備を

これ３０年ぐらいの計画で立てとんですが、これもこの社会資本整備交付金等々を当てと

いうか、予定して立てておると思います。それと、今現に庁舎の付近での関連道路、それ

が特に阿波町なんかだと、中央東西線なんかも、はっきり言って、特定補助金で、国の補

助金でこれしかないと思うんですね、地方道路整備事業。これ６割ぐらいつくと思うんで

すけども、一般財源のほうでやれるとしたら、国のほうでどっち向いていくんかなってち

ょっと心配しとんです。必ずその事業で私どもが要望したやつで毎年同じようにつけてい

ただいとったんですけど、社会資本整備総合交付金の動向をちょっとお伺いしたいんです

が。 

○議長（吉田 正君） 遠度総務部長。 

○総務部長（遠度重雄君） 森本議員のご質問で、社会資本整備総合交付金の動向につい

てということで答弁させていただきます。 

 社会資本整備総合交付金は、国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金等を一つの

交付金に原則一括し、地方公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる総合的な

交付金として平成２２年度に創設されました。補助率６０％と有利な道路等の財源であり

ます。この交付金は、平成２２年度の道路特定財源の見直しの際、国の一般会計へ収入さ

れ、一般会計から特別会計へ繰り出されることになりました。その後、特別会計から地方

公共団体へ交付金として交付されております。 

 本市におきましても、旧地方道整備事業から継続して社会資本整備総合交付金事業とし

て取り組み、財源は補助率にして対象事業費の６０％が交付金であり、その補助裏４０％

に対し合併特例債を活用しているところであります。平成２４年度予算におきましては、

中央東西線自歩道整備事業、狭隘道路整備事業など、予算額にして２億７，３０７万６，

０００円を計上しております。そのうち、交付金が１億２，９７０万円、合併特例債８，

２７０万円、一般財源が６，０６７万６，０００円であり、道路財源として貴重な財源と

なっております。道路整備や治水事業、港湾整備などの公共事業費を管理する社会資本整

備事業特別会計が平成２４年度末に廃止されることが決まっております。そのことに伴

い、徳島県に今後の動向について照会したところ、特別会計は廃止されるものの、社会資

本整備総合交付金につきましては存続されると回答いただいております。今後につきまし
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ても、国、県の動向を注視しながら、社会資本整備総合交付金事業としての存続を国、県

に強く要望を図ってまいりたいと考えておりますので、ご理解、ご協力をよろしくお願い

いたします。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 森本節弘君。 

○３番（森本節弘君） なくならんということで、一遍どうしても特別会計から一般会計

に入るとどっちへ行くかわからんという私は心配するんですけど、要望活動等々よろしく

お願い申し上げます。 

 ちょっと今回の質問長々となりまして、またわかりにくい質問なんですけども、財政課

長にお願いしたいと思います。今の私の手元にいただいとう財政計画等を参考にして、こ

れからの私らはそれをもとにいろいろな阿波市の弱点、自主財源の構築ちゅうとこにある

んですけども、人口を増加さすにもそういう部分をもとにやっぱり考えていって、ない懐

からいかにどうするか、活性化するかっちゅうことを考えていきたいとも思いますし、い

ろいろな知恵を絞っていただいて、阿波市の活性化のほうをやっていただけるようにお願

いいたしまして、質問を終わらせていただきたいと思います。ありがとうございました。 

○議長（吉田 正君） これで３番森本節弘君の一般質問が終了いたしました。 

 暫時休憩いたします。 

            午後２時３２分 休憩 

            午後２時４５分 再開 

○議長（吉田 正君） 休憩前に引き続き再開いたします。 

 次に、１４番池光正男君の一般質問を許可します。 

 池光正男君。 

 

○１４番（池光正男君） 議長のほうから指名がございましたので、私の一般質問を始め

ます。 

 まず、東日本大震災から１年が来ました。一日も早い復興を願うものであります。 

 申しおくれましたが、昨年私も１０月３０日に福島県相馬市、南相馬市に行ってまいり

ました。原発に一番近いところでしたが、ボランティア活動にということで、そのときに

百聞は一見にしかずと申しますが、まず驚いた一つは、津波の被害は想像をはるかに超え

るものであり、こんな状態で本当に復興ができるのかなと、そういう思いでありました。
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国を挙げて、予算措置を講じなければ、どうにもならないと感じました。また、人災であ

る原発をなくさなければ、国が滅びかねない。福島県民は、原発は要らないということ

で、大集会、１万人集会を開いておりました。私も参加をしてまいりました。福島県民の

総意であると思います。 

 これ、以上、簡単ですが、感想を言わせていただきました。 

 まず、質問に入りますが、１点目は新庁舎建設について、２点目には国民健康保険につ

いて、３点目に災害に強いまちづくりについてを質問をしてまいりたいと思います。 

 １つ目の新庁舎建設についてでございますけれども、市庁舎建設は着々と準備をし、こ

まを進めていると思います。長引く不況で、市民生活も苦しい中、莫大な費用がかかるの

ですから、市民にとれば不安であるのも当然でなかろうかと思います。私も、いまだに納

得いかない。こんなに費用のかかる、いずれにしても市民の負担もかかってくるので、何

ひとつ市民の負担にかからないという事業はないと考えられます。この事業を思えば、い

かがなものかなと、いま一度再考並びに見直しては何ら不思議ではないと思います。しか

しながら、理事者側は手順を踏んで、建設に向かって進めていることでしょう。 

 ここで質問に入りますが、市民もこういったことで大きな関心を持っております。１点

目に、用地の取得はどうされるのか、用地単価は幾らされるのか、基準があろうかと思い

ます。１反当たりの根拠を示していただきたいと思います。２点目に、新庁舎及びその他

の施設、防災ホール、全体の年間維持管理費がどれぐらいかかるのであるのか。３点目

に、建設費用、完成後で市民１人当たりの負担は幾らぐらいになるのかなということで答

弁をいただきたいと思います。 

○議長（吉田 正君） 遠度総務部長。 

○総務部長（遠度重雄君） 池光議員のご質問で、１点目の新庁舎建設での用地取得はど

のようにされるのか、用地単価は幾らかということについて答弁させていただきます。 

 新庁舎及び交流防災拠点施設の敶地面積としましては、約３万７，０００平方メートル

を予定しております。計画敶地内には、宅地、畑、田んぼ、墓地等があります。議員ご質

問の新庁舎建設予定地の用地買収単価を決めるに当たりましては、不動産鑑定評価額を基

準として、このたびの買収単価を決定しており、昨年の１２月議会におきまして庁舎建設

事業に係る用地取得費の予算を計上し、ご承認をいただいているところでございます。そ

の予算額としましては、公有財産購入費として２億４，４００万円となっております。 

 なお、今後用地交渉に当たりましては十分ご説明を申し上げ、一日も早い用地取得に向
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け全力を注いでまいりたいと考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 続きまして、２点目の新庁舎及びその他施設全体の年間維持管理費についてどれぐらい

かかるかということについて答弁させていただきます。 

 現在の本庁及び３支所における年間維持管理費は、年度により多尐の変動はあります

が、平均して約６，５００万円となっております。新庁舎建設後には、設計時における初

期仕様によって大きく変わる要素を含んでおりますが、さきに行った他の類似団体、類似

自治体における維持管理費の実績データを参考にした比較では、統合により約１０％程度

の削減が見込めるのではないかと思っております。また、交流防災拠点施設につきまして

は、県下のホールを備えた施設の平均的な数値として、平方メートル当たり約７，０００

円程度の維持費がかかるのではないかと見込んでおります。いずれにしましても、建設関

連費用の縮減を図るとともに、供用開始後の維持管理費も十分考慮し、阿波市の将来を考

え、経済性を重視した庁舎及び交流防災拠点施設としたい考えでおります。 

 続きまして、３点目の建設費用で、市民１人当たりの負担額は幾らぐらいかということ

について答弁させていただきます。 

 原因が、言われますように、庁舎及び交流防災拠点施設の建設に当たりましては、当然

のごとく建設費用が必要となります。しかしながら、一方では建設することにより今まで

必要とされていた経費が要らなくなるという財政効果もございます。そのあたりを比較し

た答弁とさせていただきますが、昨年の１２月議会におきましてお答えしましたとおり、

庁舎を建設した場合には、さきの試算で年間約１億６，７００万円の財政効果が出るとし

ております。それに対して、庁舎及び交流防災拠点施設並びに給食センターまでも含めた

試算として５０億円の合併特例債を発行した場合、約７割、３５億円の交付税措置があり

ますので、残りの３割、１５億円を２０年間で支払うとしますと、加重平均で年間約８，

８００万円の一般財源が要ると思われます。その差額約８，０００万円程度になります。

それから、先ほど交流防災拠点施設の維持費として、平方メートル当たり約７，０００円

程度がかかるのではないかと答弁いたしましたが、仮に４，０００平方メートル程度の建

物を建設したとして、年間２，８００万円の維持費が要る計算となります。これを差し引

いても、なお５，０００万円程度の財政効果は出てくると考えておりますので、ご理解の

ほどよろしくお願いいたします。 

 以上、答弁とさせていただきます。 
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○議長（吉田 正君） 池光正男君。 

○１４番（池光正男君） 今、部長のほうから答弁がありましたが、市民の方が大いに関

心があろうかと思います。１反当たり、平均でということでありますから、延べ面積３万

７，０００平方メートルで２億４，４００万円で計算しますと、反約６６０万円というこ

とになります。決して用地は安くないと思います。阿波市全体を見ましても、一般的な通

常って言われておるのが、土地売買で主要な県道、市道付近を除いては、１反当たり中山

間地で、田で３０万円から５０万円と言われております。また、便利のいい場所でも、１

００万円から２００万円と言われております。それから思えば、決して安くついていない

と思います。当初、市長は、用地費が安く上がると言われておりましたけれども、結果的

には私たちが考えた単価をはるかに上回る金額であります。これのことについて、市長は

どういうような見解でおられるか、答弁をしていただきたいと思いますのと、また市民の

皆さんからいろいろな意見をお聞きします。既に移転のためとされるんでしょうか、新築

されている方がおられるとか、仮契約でも結んでいるのではないかと言われております

が、そのことについて市長は知っておられるかどうか、この２点をお聞きしたいと思いま

す。 

○議長（吉田 正君） 野崎市長。 

○市長（野崎國勝君） 池光議員からは、新庁舎建設の用地単価、１反当たりの根拠をと

いうようなことでございます。それともう一点、候補地の中に住居を持ってる方がいるん

だけれども、新築していると、仮契約を結ばれているんじゃないかというような２点のご

質問をいただきました。 

 ご承知のように、新庁舎の建設につきまして、本当に計画どおり県からの計画承認もい

ただきましたし、税務署との協議等も終わってます。今現在、用地の交渉に入ったところ

です。そんなところからでございますけれども、部長のほうから新庁舎及び交流防災拠点

施設の敶地面積３万７，０００平米というようなご答弁をいたしております。この中に

は、宅地あるいは田畑、墓地等合わせて３９筆の土地があるわけでございますが、この用

地の購入費ですかね、公有財産の購入費っていいますか、これにつきましては昨年の１２

月議会で２億４，４００万円という予算のご承認いただきました。こうした中で、今２点

ほどのご質問があったわけなんですが、用地費が高くついたのではないかというようなご

指摘でございます。議員もご承知のように、庁舎建設の予定地、県道鳴門池田線から北へ

１キロほど入り込んだところです。しかも、その大部分９３％ぐらいになるんじゃないか



- 208 - 

と思いますが、農用地で、宅地は極めて尐ない、のどかな地ということです。しかしなが

ら、大部分が農用地であると言いながら、用地価格の算定に当たりましては、農地として

購入するわけではありませんので、不動産鑑定評価による宅地見込み地として単価を決定

してます。その結果、３万７，０００平米の用地取得費として、総額２億４，４００万円

ですね。単純平均出せば、平米７，０００円ぐらいになりましょうかね、の予算となって

おりますが、この単価、これまでにもいろいろ候補地ありましたけれども、その他の土

地、鳴池線ですかね、そのあたりと比べても、高くはないんじゃないかな。これは、どな

たさんが見ても、おわかり、ご理解いただけるんではないかと思っております。ただ、ご

承知のように、用地は、本当に道路に面してるところとちょっと奥まった入ったところで

すね、袋地って言ってるんですかね、一般的には、こういうのを比較した場合、例えば鳴

池線のいろいろ候補地に上げられたところですね、参考までに申しましたら、平米４万

８，０００円とか５万円ですね、恐らく道路沿いは。尐し入ると、１万五、六千円という

ような不動産の評価も出ているようです。そのあたりから、当然比較していただいたら、

高いか安いかは、どなたさんでもご想像がつくんじゃないかなと思います。 

 それともう一点、用地の中に民家がある。その人との仮契約というような話もあるわけ

でございますけれども、一切ございません。 

 以上、ご答弁申し上げます。 

○議長（吉田 正君） 池光正男君。 

○１４番（池光正男君） 宅地を見込みという、そういった行政の弱みと申しますか、そ

ういうような買い方になる。一般論で言えば、農地のままで買うっていうのが常識じゃ

と、一般の人はそう思うとったと思います。ですから、こういうことで、私らは高買いで

あったのではないかと、こういうことを思うたわけであります。それは、だれが判断して

も、安くついたと言われましても、私と市長とは相当見解が違うように思います。私は、

これは高買いであったと、そうしか言わざるを得ないと思います。 

 それから、仮契約があったと。これは不思議な話で、これは市長が言うなかったという

答弁でございます。それについては結構です。 

 それと、こういうように、中で用地買収に伴い、この切幡地域の市民の持つ固定資産、

いわゆるこれから固定資産税とか、また国保税などに今直ちにとは思いませんけれども、

庁舎完成後には地域の人には大きな負担がかかると思います。なぜかといったら、評価が

高くなれば、そういうふうに変わってくると思います。この反当たり、雑な計算ですけ
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ど、６６０万円の土地価格がもたらすことによって、道路整備計画とか地域事業にも影響

を及ぼしてくるんでないかなと、こういうことが心配されると思います。 

 それと、２点目のほうになりますけれども、部長のほうから答弁をいただきました。維

持管理費も統合すれば、今より安く上がると申されておりましたけども、決して私はそう

は思いません。交流防災拠点施設といっても、利用が尐なければ尐ないほど、建てても値

打ちのないものであるかもわからないと思いますし、これ完成できておりませんので、確

かなことは言いませんけれども。それと、使用料を徴収するかしないかによっても、負担

費は変動すると考えられると思います。この２点目の分については、終わります。 

 それと、３点目の建設費用で市民１人当たりの負担は幾らぐらいかと。これは、今から

算定せえというのは完成後できちっとしたことは出ないかとは思いますけれども、答弁の

中に５０億円の合併特例債を発行した場合約７割、３５億円の交付税措置があります。残

りの３割、１５億円を２０年間で支払うと、８，８００万円ぐらいになろうかと。しか

し、これはあくまでも合併特例債の負担でありまして、６億円の基金ですか、積まれてお

る。それを実質足しましたら、一般財源から積んでおりますので、足しましたら２１億円

になると思います。それと、忘れていけないのは、新庁舎に水が必要です。水を確保する

のも、約６億円ぐらいの事業費が要るということですけれども、この中で合併特例債は２

５０トンまでの負担割合が見てくれるということですけれども、雑に計算しても５億円は

一般財源から持ち出しになるのではないかと。そうしますと、これ皆足していきますと、

１つふえ、２つふえで、予算以上に費用がかかってくることが言えようかと思います。新

庁舎には、だからそれ以上に思わん費用がかかってくるというのがわかってきます。これ

は、私のほうから指摘をしておきたいと思います。今の新庁舎の問題については、終わり

ます。 

 続きまして、国保の問題についてでございますけれども、１点、２点、３点と、３点の

問題につきましては、答弁はしにくいと思いますので、結構です。１点目の一般会計から

の繰り入れの増額についてと２点目の阿波市では国保の引き下げの考えはないのかどうか

ということございますので、答弁をしていただきたいと思います。 

○議長（吉田 正君） 井内市民部長。 

○市民部長（井内俊助君） 池光議員の一般質問、国民健康保険について、１点目として

一般会計からの繰り入れの増額について、２点目といたしまして阿波市では国保の引き下

げの考えはないのかという点についてお答えをさせていただきます。 
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 最初に、一般会計からの繰り入れの増額についてでございます。 

 まず、国民健康保険の現状について説明をさせていただきます。 

 国民健康保険は、国民皆保険制度の根幹をなすものでございますが、全国的な問題とし

て、被保険者の高齢化や低所得者の割合の増加により、保険税の収入が減尐する一方、高

度医療の進展に伴う医療費の増加などによりまして、現行制度を維持すること自体が大変

困難な状況となっております。このため、国におきましても財政基盤強化策や財政運営の

都道府県単位化など、制度改革に向けた検討を行っているところでございます。 

 本市の国保会計におきましても、毎年度単年度赤字が続いておりまして、平成２３年度

には税率の改定をさせていただくとともに、一般会計から１億２，０００万円の法定外繰

り入れをお願いし、予算編成を行ったところでございます。しかしながら、現在までの実

績として、医療費の伸びが当初見込みを大幅に上回っておりまして、このままでは療養給

付費において不足額が生じるおそれがあるため、今議会においても補正予算をお願いして

いるところでございます。この医療費増額の要因といたしましては、高額な医療費が必要

となる循環器などの疾病の重症化などが進んでいることなどが挙げられております。 

 このような中、平成２４年度当初予算は、歳入歳出総額５２億２，９８８万３，０００

円となっておりまして、２３年度の当初予算に比べ４億２，９８８万４，０００円の増額

となっております。この予算は、歳出におきましては２３年度の決算見込み額に医療費な

どの伸びを加味したものでございますが、歳入におきましては、国、県などからの支出金

や交付金等、保険税だけでは賄い切れないため、一般会計からの法定外繰入金２億３，６

４５万２，０００円を見込んだ予算とさせていただいております。 

 平成２３年度国保税の改定に当たりましては、２２年、２３年、２４年度における一般

会計からの法定外繰り入れについては１億２，０００万円としていたところでございます

が、税率の改定が困難な状況の中、やむを得ない措置として一般会計からの法定外繰入金

の増額をお願いしているところでございます。 

 今後におきましては、一般会計からの繰入額を尐しでも抑えるべく、関係各課との連携

を強化し、効果的な医療費の抑制策を推進してまいりたいと考えておるところでございま

す。２４年度においては、特定健診受診率の向上を図ることはもちろんでございますが、

保健指導や栄養指導の充実、人間ドックの指定年齢無料化事業、またジェネリック医薬品

利用促進事業などにも取り組む予定としておりますので、医療費抑制に向けて議員各位の

ご理解、ご協力をよろしくお願いをいたしたいと思います。 
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 次に、２点目の国保税の引き下げの考え方についてでございます。 

 国保会計は、本来独立採算の特別会計でございます。先ほども申し上げましたが、厳し

い会計運営が続いている中、やむを得ず一般会計からの繰り入れをお願いをいたしており

ますが、この繰り入れにも限度があるところでございます。国保税については、平成２３

年度に税率の改定を行い、平成２４年度までは改定をしないことといたしております。厳

しい財政運営の中、一般会計からの繰り入れをお願いしている現状におきましては、国保

税の引き下げは考えておりませんので、ご理解のほどよろしくお願いをいたします。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 池光正男君。 

○１４番（池光正男君） １点目の部長のほうから答弁がございました、１点、２点とあ

りました。国保に関しては、行政側は繰入金では運営しております。財政にもこれ以上国

保への繰り入れは限界に来ている、答弁のとおりだったと思います。このような見解は、

当市のみならず、最近のマスコミ等で論じられているように、全国的な問題として取り上

げられております。したがって、この問題を解決するためにあらゆる努力がなされている

ところであり、健康増進運動、医療費削減のためのジェネリック医薬品の購入、普及な

ど、確かに多尐の効果は期待できるかもしれませんが、抜本的解決とは言えません。抜本

的方策として、各行政が予算配分をどういった観点に基づいて行うべきである、すなわち

地方自治のみならず、国政においても予算執行の根底となるものは、国民もしくは住民の

生命、安全を担保したものでなければならない。したがって、国保というものは、生命に

直結するものであり、この部分に瑕疵が生じているのであれば、当然それを是正すべきで

あろうかと思います。言いかえれば、予算配分において、第一義的にとらえるべきものと

考えます。本市の場合、国保会計への繰入金が限度であると言っておりますけれども、進

んだ自治体においては、無駄の支出見直しを、さらには予算配分においては国保支出を最

優先により措置を講じていると聞いております。今回、阿波市もかなりの増額をして努力

されていることと思います。本市においても、是正と、この観点に立ってもう一歩踏み込

んだ施策を講じてもらいたい。これからもずっと講じてもらいたいと思います。新庁舎、

今さっき申し上げましたけれども、庁舎建設の見直しなどによって無駄を削れば、削れる

かなと私はそういうように思います。 

 それと、３点目の被保険者が安心して加入できる。これは、私自身で思うことなんです

けれども、結論的に簡単なことなんですけど、自分の収入能力に応じた保険料であること
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と、支払い切れる金額であれば、何ら問題がないわけであります。しかしながら、残念な

がら、今先ほど申し上げたとおりであります。市は、県、国へしっかり国保会計を安定す

るように働きかけることと、また議会は意見書を国のほうへ向いて上げる。一丸となっ

て、取り組んでいかなければならない、私たちも責務があると思います。全国自治体も今

に置かれている状況は同じで、意見書が続々と上がっております。この中で、意見書も議

会のほうから提出されてはどうかということで、今お題に出しておるところでございま

す。この中で、非常に痛切に感じることは、国保税の滞納世帯は全国で約４４０万世帯、

加入世帯の２割に上っているというところと、一番大事な１９８４年から国のよる国庫補

助金の引き下げがある、国保財源の国庫補助は医療ベースから４５％から三十数％に削減

されたために、こういう問題が起こってきているということであります。 

 それと、被保険者の層が大きく変化して、年金生活の高齢者や非正規雇用者などの低所

得者の占める割合が増加している。その結果、医療費の増大、長引く不況低迷による所得

の減尐など、さまざまな要因から国保会計は慢性的な収入不足に陥っていると。これは、

言わなくても、皆さん方おわかりのとおりだと思います。そこで、要するに、国保、いわ

ば支払う立場に立った考え方を行政は考えてもらわなければ、この苦しみはわからないと

思います。 

 それと、国保に関しては、あらゆる努力をずっとされておるということで、長引く不

況、働く場所がない、商工業、農業においては売り上げが尐ない、安値安定という地域経

済も大きく冷え込んできている現在、収入が尐ない上に、生活費も賄えない、そういった

人たちが急増していることもご承知のとおりだと思います。全国的にも、保険証がもらえ

ず死亡するという例が多く出ている。マスコミ等などで取り上げております。非常に深刻

な問題でなかろうかと思います。ある市町においても、保険料が滞納、支払われない世帯

に資格証明なるものを出し、事実上保険証を出さない、そういった結果、こういう事件が

多発しているのが原因と言わざるを得ないかと思います。日本国憲法で、言うまでもなく

人間として生きていく権利が保障されております。病気になったり、けがをしたら医者に

かかる。これは、当たり前のことであります。しかし、保険証がなければかかれない。全

額負担ですから、収入がない人が医療費が支払われるわけがない。だれが見てもそう言え

ます。幸い、我が市においては、短期証は出しておりますけれども、資格証明は発行して

おりません。そのように、今後もこういったことで努力をしていただきたいと思います。 

 最後の質問で、災害に強いまちづくりということで、１点目に、１２月議会でも質問し
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てきましたが、何よりも安全・安心して生活ができなければならないのですが、大雤時に

ついては、対策としてこのままでは解決できないように思いますが、林地区全体の地図を

見ましたが、この状態では排水がうまく機能していない。つまり排水機場が能力に達して

いないのが問題であると私は思いますが、この点についてどのように考えておられるか。 

 ２点目に、排水機場、樋門の委託管理についてですけれども、地元の方から要望もあり

ました。その地区で生活して、状況をよく知っている方でなければならないと思います

が、このあたりのことをどう考えられるか。 

 ３点目に、市が管理する橋梁の耐震対策及び老朽対策に、前にもこういった質問をして

きましたが、いま一度再点検、検査など、おくれている重要箇所も急ぐべきところであろ

うかと思いますが、進捗状況なり答えていただきたいと思います。 

 今までにこういうことはほかの議員も質問をしてきておりますけれども、阿波市には主

要県道、国道、市道がありますが、橋も伴って多くあるわけであります。県道、国道につ

いては国、県が管理をしておりますけれども、対策として耐震、老朽化などについてどの

ようにしているのか、わかる範囲内で答弁をしていただきたいと思います。特に、市の管

理している橋などは老朽化している橋と耐震ができていないのが数多く見受けられます

が、どういうようにやっていくか、どの程度事業が進んでいるか答弁をしていただきたい

と思います。 

○議長（吉田 正君） 坂東建設部長。 

○建設部長（坂東 博君） それでは、１４番池光議員の３番、災害に強いまちづくりに

ついてということで、東川原地区の大雤時の現況と対策についてということと３番目の市

が管理する橋梁の耐震対策及び老朽化対策についてということでご答弁させていただきま

す。 

 まず最初に１番でございます。 

 東川原地区は、平成２３年度１５号台風により家屋への被害はありませんでしたが、吉

野川の水位が上がり、五明谷の流れが悪くなり、岩津からウラノ池の低地が冠水し、床上

浸水が３棟ありました。東川原地区の河口の吉野川との合流部には、農業用の施設として

排水ポンプが整備されていますが、十分な能力があるとは、これ言えません。浸水対策と

して、排水ポンプの整備をする必要がありますが、市内に排水機場が整備されていない箇

所や整備されていても排水能力が不足している箇所が多数あります。すべての箇所を整備

する場合は非常に多額な事業費が必要となるため、市単独事業では到底対応できるものと
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は思っておりません。国土交通省並びに市長会を通じて国に対し要望活動を行ってまいり

ましたが、国においても財政再建、東日本の復興財源など、非常に厳しいものがありま

す。内水被害を発生すると予測される場合は、今後国土交通省の排水ポンプ車等を要請し

まして排水を行うなど、被害が最小になるよう努めてまいりたいというふうに考えており

ます。 

 続きまして、３番の市が管理する橋梁の耐震対策及び老朽化対策についてということ

で、先に老朽化対策についてお答えします。 

 橋梁に関しましては、現在市が管理している市内の道路橋６８２橋が高齢化により修

繕、架け替えに要する経費が今後膨大になることが予想されますので、平成２０年、２１

年で橋梁点検を実施しました。２２年度においては、橋梁点検の資料をもとに、阿波市橋

梁長寿命化検討委員会において対象橋梁となった１８５橋、これは橋長１５メーター以上

が９９橋、１５メーター未満が８６橋、これについては重要路線にかかる橋梁を含んでお

ります、の長寿命化修繕計画を策定しました。１８５橋の橋梁につきましては、おおむね

５年に１回定期点検を実施し、従来の対症療法的な維持管理から計画的な、かけかえを含

めた、予防保全的な維持管理を行うことにより、老朽化する橋梁の長寿命化を図ってまい

ります。今後の修繕工事の計画としましては、長寿命化修繕計画に基づき、平成２４年

度、来年度から補助事業の申請を行い、事業を実施する予定でございます。また、長寿命

化修繕計画対象外の橋梁４９７橋につきましても、同様な定期点検を実施し、点検結果を

もとに修繕、かけかえを計画的に実施していきたいというふうに考えております。 

 次に、国道、県道にかかる橋梁の耐震対策はどこまで進んでいるのかということでござ

いますが、市内の国道、県道の橋梁数、これにつきましては１６０橋ございます。それ

で、耐震対策済みが２３橋でございます。そのうち国道が１５橋阿波市には存在し、耐震

済みが６橋、県道につきましては１４５橋阿波市にあり、耐震済みが６橋ということにな

ります。それと、平成７年度以降の橋梁が１１橋ということで、これは国道、県道にかか

る橋梁の詳細でございます。 

 次に、市内の橋梁の耐震についてでございますが、今後の耐震工事の計画としまして

は、長寿命化修繕計画の対象橋梁を優先し、補助事業の申請を行い、計画的に実施したい

と考えております。現在までの状況としましては、長寿命化修繕計画対象橋梁のうち、工

事の実例としては、阿波町の中央東西線にかかる中大久保谷橋、延長５８メートル、伊沢

谷橋、延長１１２メートル、土成町の南原１号線にかかる高尾橋、延長が５５メートル、
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それと佐古谷１号、延長が７．５メートルの現在工事を完了をしているところでございま

す。 

 それと、長寿命化修繕計画１８５橋については、橋長１０メーター未満の橋も含まれて

おりますが、幅員が７メートル以上の一、二級市道を合わせた１８５橋でございます。修

繕計画は３０年ということで、２４年から５３年までを計画しております。年間事業費が

約４，０００万円程度要るのではないかというふうに推計をしております。 

 長寿命化修繕計画の効果といたしましては、今後３０年間において維持管理費に係る費

用を１３９億円から１１億円程度に縮減できる試算となり、大幅な費用の縮減が期待をさ

れておるところでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 遠度総務部長。 

○総務部長（遠度重雄君） 池光議員の２点目の排水機場、樋門の委託管理について答弁

させていただきます。 

 現在、阿波町林地区には、川久保樋門、五明樋門、西林樋門、西林第二樋門、切戸樋

門、中ノ坪排水機場、五明谷排水機場、中川原排水機場が設置されております。西林第二

を除く樋門に関しましては、国土交通省より委託を受け、各樋門につき２名を管理人とし

て委嘱しております。排水機場に関しても、中ノ坪、五明谷に２名ずつ、中川原に１名の

管理人を委託し、大雤時等には池田ダムの放流状況並びに国土交通省上板出張所と連絡を

とりながら、各樋門管理人と排水機場ポンプ等操作人に出動依頼をかけ、樋門の開閉やポ

ンプによる排水作業を行っております。 

 阿波市の排水機場は、中川原を除き、すべて農業用かんがい排水施設として建設されて

おり、先ほども述べましたとおり、あくまで農業用かんがい排水施設ですので、近年の豪

雤による雤量に対応できる能力を持ち合わせておりませんので、災害時には排水機場が稼

働さえすれば床下浸水などの被害は大丈夫と思われる市民の方もいらっしゃいますが、台

風等の雤量に対応できない場合も今後十分考えられます。 

 対応策としましては、平成２４年度より災害対策本部設置時には、市内各樋門、排水機

場に職員を配置し、水位の状況を監視して、いち早い避難の情報を市民の皆様に伝えられ

るよう準備を進めてまいります。 

 なお、五明谷排水機場が位置している地元住民の方から、平成２４年度契約から現行の

契約者を交代させてほしいとの申し出があったことについてでございますが、長年の操作
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経験を持たれている現行の契約者に引き続き契約をお願いしたいと考えております。排水

機場操作に関しましては、外水位と内水位を目視しながらポンプ操作を行う必要があり、

隣接する樋門の開閉とも連動させなければなりません。また、毎月の点検なども、時間的

にもかなりの制約を受けます。排水機場や樋門の契約の更新に当たっては、ポンプ操作等

の引き継ぎが非常に重要になるため、仮に退職したいと申し出があった場合、スムーズに

引き継ぎができるよう配慮しなければなりません。そういったことあります。それで、大

雤時のポンプ操作に支障を来さないように、今後とも排水機場管理の指導を行っていきた

いと考えておりますので、ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（吉田 正君） 池光正男君。 

○１４番（池光正男君） 先ほど、１点目と３点目の建設部長のほうから答弁がございま

した。なぜ私がこういう質問をするか、おわかりになったと思います。この地区のことを

知れば知るほど、排水対策が行き詰まってるように思うわけであります。とにかく、住む

家が水につかるということが絶対にならないようにする方法は、排水を吉野川へ出すこと

が、今知恵を出し合うて、大型ポンプ場をつくることが早急の課題であろうかと思います

けれども、これは一日も早くやってもらいたいんですけれども、国の施策に基づくもので

難しいことで、なかなかできないということでありますが、災害時に間に合わないのであ

れば、今が答弁があったように、ポンプ車を配置して、水没しないようにということで、

安心しておれる地域にしてもらいたいと、これは強く要望しておきたいと思います。こう

いうことで、安心して眠れない、安心しておれない、こういうことがあってはならないと

思います。ですから、今後ともこういったことは努力して、改善をしていただきたいと思

います。 

 それと、２点目は後にしますが、３点目の市が管理する橋梁、これ６８２橋あるって

の、これ相当な数だと思います。これは、答弁していただいたんですけど、まだまだ進ん

でいない。災害に強いまちづくりと言うけど、まだまだほど遠いように感じます。徳島県

は、全体的に河川も多く、橋の大小かかわらず多ございます。阿波市にも抱えている橋の

管理も大変だけれども、対策もおくれてると思います。安全上、改修に全力を傾けてもら

いたいと思います。そういうことで、１点目と３点目の件は、それで結構でございます。 

 それと、排水機場、樋門の委託管理についてということでございますが、堤防の樋門

は、大きくすること、その上流においては障害物を取り除く作業をしなければならないと
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思います。現状においては、何らできてないように思います。改修を急げと。それと、今

申し上げましたように、ポンプの機能が小さいと言われております。これ能力を大きくす

ることも急がれていると思いますので、こういった対応もやってもらいたいと思います。 

 それから、ちょっと気づいたことなんですけれども、十川ゴムのちょっと東のほうでし

ょうか、ゴム会社のあそこの道路、西のほうへ側溝がとられておりますけど、この側溝は

小さ過ぎると思います。大きくすべきで、やっていかなければならないんだけれども、ポ

ンプが現状に応じてつくられていそうで、小さ過ぎる。解決するに当たっては、水路を予

測した上で抜本的な改修が迫られていると思います。あの側溝を大きくして、また側溝の

ポンプを大きくし、排水機能が果たすようにしてほしい。このままでは解決しません。し

たがって、計画を上げてやってほしい。そうしなければ、安全・安心な生活はできない。

このことは、地元の方からも要望を強く受けておりますので、理事者側におきましては、

安心・安全なまちづくりとして取り組んでいただきたいと思います。 

 それと、地元の方から聞いておりましたが、そこで住んでいる人でなければ状態がわか

らないということで、本当に自分らの住んでいるところを水没させたくないという気持ち

が、気迫が違うと思うんです、この管理に関しては。長年経験があるとか、その方でなけ

ればならないということはよくわかりますけれども、いつまでもというんは、今はいかん

でしょう。私がとやかく言う問題ではありませんので、地元の方とよく話し合うていただ

きたいと思います。管理について私が１２月にあそこの農林事業でやった小さな排水機ポ

ンプが座っとるとこへ行って指摘したからといって、慌てて清掃しに行かないように、日

常ときに努めてほしいと思います。市民の目から見ても、ずさんな管理、無責任だと言わ

れないように、徹底した指導が求められていると思います。こういうことで、きめ細かな

施策を講じてほしいと思います。 

 以上で私の一般質問を終わりたいと思います。 

 また、ことしも３月に既に退職される方がおりますが、長年において大変ご苦労さまで

ございました。また退職されましても、阿波市発展のために寄与されることをお願い申し

上げまして、簡単でございますが、終わらせていただきます。 

○議長（吉田 正君） これで１４番池光正男君の一般質問が終了いたしました。 

            ～～～～～～～～～～～～～～～ 

  日程第 ２ 議案第 １号 平成２３年度阿波市一般会計補正予算（第４号）につい 

               て 
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  日程第 ３ 議案第 ２号 平成２３年度阿波市国民健康保険特別会計補正予算（第 

               ４号）について 

  日程第 ４ 議案第 ３号 平成２３年度阿波市介護保険特別会計補正予算（第４ 

               号）について 

  日程第 ５ 議案第 ４号 平成２４年度阿波市一般会計予算について 

  日程第 ６ 議案第 ５号 平成２４年度阿波市御所財産区特別会計予算について 

  日程第 ７ 議案第 ６号 平成２４年度阿波市国民健康保険特別会計予算について 

  日程第 ８ 議案第 ７号 平成２４年度阿波市後期高齢者医療特別会計予算につい 

               て 

  日程第 ９ 議案第 ８号 平成２４年度阿波市農業集落排水事業特別会計予算につ 

               いて 

  日程第１０ 議案第 ９号 平成２４年度阿波市特定環境保全公共下水道事業特別会 

               計予算について 

  日程第１１ 議案第１０号 平成２４年度阿波市住宅新築資金等貸付事業特別会計予 

               算について 

  日程第１２ 議案第１１号 平成２４年度阿波市介護保険特別会計予算について 

  日程第１３ 議案第１２号 平成２４年度阿波市伊沢谷簡易水道事業特別会計予算に 

               ついて 

  日程第１４ 議案第１３号 平成２４年度阿波市水道事業会計予算について 

  日程第１５ 議案第１４号 阿波市ふるさと応援基金条例の制定について 

  日程第１６ 議案第１５号 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図 

               るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係 

               条例の整備に関する条例の制定について 

  日程第１７ 議案第１６号 阿波市税条例の一部改正について 

  日程第１８ 議案第１７号 阿波市手数料徴収条例の一部改正について 

  日程第１９ 議案第１８号 阿波市墓地、埋葬等に関する条例の制定について 

  日程第２０ 議案第１９号 阿波市介護保険条例の一部改正について 

  日程第２１ 議案第２０号 阿波市立保育所条例の一部改正について 

  日程第２２ 議案第２１号 集落農業構造改善事業阿波一徳構造改善センターの設置 

               及び管理に関する条例の一部改正について 
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  日程第２３ 議案第２２号 阿波市土柱自然休養村管理センター及び阿波市土柱休養 

               村温泉の設置及び管理に関する条例の全部改正について 

  日程第２４ 議案第２３号 阿波市奨学金交付条例の一部改正について 

  日程第２５ 議案第３６号 第１次阿波市総合計画基本構想の変更について 

  日程第２６ 議案第２４号 阿波市国土利用計画について 

  日程第２７ 議案第２５号 吉野地域福祉センターの指定管理者の指定について 

  日程第２８ 議案第２６号 市場老人福祉センターの指定管理者の指定について 

  日程第２９ 議案第２７号 市場高齢者共同生活施設の指定管理者の指定について 

  日程第３０ 議案第２８号 市場日開谷共用施設の指定管理者の指定について 

  日程第３１ 議案第２９号 土成保健センターの指定管理者の指定について 

  日程第３２ 議案第３０号 阿波健康福祉センターの指定管理者の指定について 

  日程第３３ 議案第３１号 阿波市立市場児童センターの指定管理者の指定について 

  日程第３４ 議案第３２号 阿波市立八幡児童館の指定管理者の指定について 

  日程第３５ 議案第３３号 阿波市立大俣児童館の指定管理者の指定について 

  日程第３６ 議案第３４号 阿波市道路線の認定について 

  日程第３７ 議案第３５号 阿波市道路線の変更について 

  日程第３８ 議案第３６号 第１次阿波市総合計画基本構想の変更について 

○議長（吉田 正君） 日程第２、議案第１号平成２３年度阿波市一般会計補正予算（第

４号）についてから日程第３８、議案第３６号第１次阿波市総合計画基本構想の変更につ

いてまでを一括議題といたします。 

 これより質疑を行いますが、通告がありませんので質疑なしと認めます。質疑終結いた

します。 

 ただいま議題となっております議案第１号から議案第３６号までについては、会議規則

第３７条第１項の規定により、お手元に配付いたしました議案付託表のとおり、それぞれ

所管の常任委員会に付託いたします。 

 各常任委員会におかれましては、第１回阿波市議会定例会日割り表に基づいて委員会を

開会され、付託案件について審議されますようお願いいたします。 

 お諮りいたします。 

 議事の都合により、９日は休会といたしたいと思いますが、これに異議ございません

か。 
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            〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（吉田 正君） 異議なしと認めます。よって、９日は休会とすることに決定いた

しました。 

 以上で本日の日程は終了いたしました。 

 次回の日程を報告します。 

 １２日午前１０時より総務常任委員会、１３日午前１０時より産業建設常任委員会、１

４日午前１０時より文教厚生常任委員会です。 

 なお、次回本会議は、３月１９日午前１０時再開いたします。 

 本日はこれをもって散会いたします。 

            午後３時４１分 散会 

 


